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Ⅰ 認証評価結果 

 

京都大学は、大学評価・学位授与機構が定める大学評価基準を満たしている。 

 

主な優れた点として、次のことが挙げられる。 

○ 学部における学科は比較的大括りにし、大学院研究科等の専攻は教育研究の専門化に対応する構成と

なっている。 

○ 各学部の明確なアドミッション・ポリシーの下、学力の高い学生の確保に努めている。 

○ 大学における教育理念である自学自習を促す努力がなされており、語学教育におけるＣＡＬＬシステ

ムによる学生の能動的な取組が教育効果をあげている。 

○ 教育活動等の改革に対する積極的な取組が、文部科学省の各種大学教育改革支援プログラムにおいて、

特色ＧＰ２件、現代ＧＰ２件、「魅力ある大学院教育」イニシアティブ９件、法科大学院等専門職大学

院形成支援プログラム３件、大学教育の国際化推進プログラム１件、地域医療等社会的ニーズに対応し

た質の高い医療人養成推進プログラム１件の採択につながっている。また、平成 19 年度においても採

択された取組がある。 

○ 各学部、研究科の自律性を尊重しつつ、全体として優れた教育成果をあげている。 

○ 部局の自律性を尊重しつつ、総長のリーダーシップと部局や教員の意見・アイディアによるボトムアッ

プ機能との融合が図られている。 

 

主な改善を要する点として、次のことが挙げられる。 

○ 大学院の一部の研究科・学舎においては、入学定員超過率が高い、又は入学定員充足率が低い。 

 

上記のほか、更なる向上が期待される点として、次のことが挙げられる。 

○ 女性教員と外国人教員の確保に向けて、一層の努力が期待される。 
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Ⅱ 基準ごとの評価 

基準１ 大学の目的 

１－１ 大学の目的（教育研究活動を行うに当たっての基本的な方針、達成しようとしている基本的な

成果等）が明確に定められており、その内容が、学校教育法に規定された、大学一般に求められ

る目的に適合するものであること。 

１－２ 目的が、大学の構成員に周知されているとともに、社会に公表されていること。 

 
【評価結果】 

基準１を満たしている。 

 
（評価結果の根拠・理由） 
１－１－① 目的として、教育研究活動を行うに当たっての基本的な方針や、養成しようとする人材像を含めた、達成し

ようとする基本的な成果等が、明確に定められているか。 

当該大学においては、京都帝国大学の時代から脈々と受け継がれてきた教育・研究における自由と自主

性の精神を「学風」として遵守、継承し、今日に至るまで、高い水準の教育と研究の維持に努めてきたこ

とは社会的な評価を得ているとの視点から、大学としての理念、目的を定めている。 

この視点から、大学改革が進行する中で、大学の理念や目標を再確認し、内外に広く周知することが必

要と判断し、平成13年12月に京都大学の基本理念を制定している。基本理念では、多様かつ調和のとれ

た教育体系によって「卓越した知の継承と創造的精神の涵養」に努め、これによって教養が豊かな優れた

研究者や高度の専門能力をもつ人材の育成を目指すとされている。また研究面では「世界的に卓越した知

の創造」を追求するとともに、高い倫理性も求め、さらに基礎研究と応用研究、文科系学術と理科系学術

の多様な発展と統合が目的として記されている。この基本理念は大学ウェブサイトにも掲載され社会に広

く広報されている。 

各学部・研究科等（以下、部局という。）では、大学の基本理念に基づき、それぞれの部局の関係する学

域を踏まえて、目的が定められており、これらは部局の便覧等にも記載されている。 

また、その教育・研究の目的を実現するための具体的な施策は、現在進行中の国立大学法人京都大学中

期目標・中期計画の中に盛り込まれている。 

これらのことから、目的が明確に定められていると判断する。 

 

１－１－② 目的が、学校教育法第52条に規定された、大学一般に求められる目的から外れるものでないか。 

京都大学の基本理念に定められている大学の目的は、学校教育法第52条に規定された大学一般に求めら

れる目的から外れるものでないと判断する。 

 

１－１－③ 大学院を有する大学においては、大学院の目的が、学校教育法第65条に規定された、大学院一般に求められ

る目的から外れるものでないか。 

当該大学では、大学院教育は多様な研究と表裏一体のものと考えており、研究面についての大学の基本

理念は直ちに大学院教育の理念へと結びつくものであるとしている。研究面では、総合大学としての特性

を活かし、基礎と応用、文科系と理科系の多様な発展と統合を目指すことが基本理念の中で述べられてお

り、これは当該大学の大学院教育に通底するものとも考えられる。高い水準での研究が大学院教育と表裏
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一体であるとの基本的な考え方に基づく大学院教育が、わが国の大学院一般に通用するか否かは別として、

当該大学の大学院が学術の理論及び応用を教授研究し、その深奥を極めることを目標としているものと考

えられる。また、高度の専門性が求められる職業を担うための深い学識及び卓越した能力を培う人材養成

のための教育活動が、多様かつ調和のとれた教育体系によって、大学院において行われるべきことをもそ

の基本理念にしていると判断される。 

これらのことから、大学院の目的が学校教育法第65条に規定された大学院一般に求められる目的から外

れるものでないと判断する。 

 

１－２－① 目的が、大学の構成員（教職員及び学生）に周知されているか。 

大学の基本理念の全文は、ウェブサイトのトップページの大学の紹介中の冒頭に、日本語及び英語にて、

学内・学外に向けて広く発信されている。また、学部・研究科等の新入生全員に配付される学生便覧にも

冒頭に掲載されている。教職員については、新規採用の際に京都大学概要が配付されるが、この冊子にも

基本理念の全文が掲載されている。特に新規採用の常勤職員については、採用時研修において理事等から

その内容について説明が行われているとされる。なお、大学の基本理念の根幹をなす「自由の学風」につ

いては、京都帝国大学の時代より歴代総長により様々な機会に語られてきており、大学の基本理念として

広く知られているところである。 

これらのことから、目的が大学の構成員に周知されていると判断する。 

 

１－２－② 目的が、社会に広く公表されているか。 

大学の基本理念は、そのウェブサイトで日本語及び英語で広く公表されるとともに、京都大学概要に掲

載されている。なお、京都大学概要は、平成18年度は10,000部作成され配布された。 

また、高等学校生徒等を対象にした大学案内『知と自由への誘い』を作成しているが、そこにも大学の

基本理念の全文を掲載している。この冊子は、平成17年度は42,000部を、平成18年度には45,000部を

印刷し、平成18年８月上旬に開催されたオープンキャンパスの際に参加者約8,000人に配付するとともに、

受験産業主催のものも含む各種の入試ガイダンス等を利用し広く配布されている。志願者に対する京都大

学学生募集要項にも、基本理念の教育に関する部分を抜粋掲載している。 

平成 19 年３月に情報学研究科が主催した公開講座「夢のある情報教育にむけて」では、教育事例の紹

介の際にこの基本理念に沿った説明が行われた。 

これらのことから、目的が社会に広く公表されていると判断する。 

 

以上の内容を総合し、「基準１を満たしている。」と判断する。 

 

【優れた点】 

○ 当該大学の基本理念について、大学首脳がその継承、維持に努めていること。 
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（注） 

評価の観点等に用いている学校教育法の条項については、「学校教育法等の一部を改正する法律（平成19年法律第96号、

施行日：平成19年12月26日）」施行に伴い、学校教育法第52条は第83条に、同法第65条は第99条になった。 

しかしながら、本評価結果においては、大学の自己評価書の提出日が「学校教育法等の一部を改正する法律」の施行日以前

であり、また自己評価書と評価結果の整合性を図るため、改正前の条項を用いている。 
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【評価結果】 

基準２を満たしている。 

 

（評価結果の根拠・理由） 

２－１－① 学部及びその学科の構成（学部、学科以外の基本的組織を設置している場合には、その構成）が、学士課程

における教育研究の目的を達成する上で適切なものとなっているか。 

大学の基本理念には、「多元的な課題の解決に挑戦し、地球社会の調和ある共存に貢献する」とともに、

併せて教養と人間性を身に付けつつ、卓越した知を継承するとともに創造的能力、高度な専門知識を有す

る人材の育成を目指すことを教育上の目的と謳っている。当該大学は文科系と理科系、基礎研究と応用研

究とを含む10学部からなる総合大学として、その理念、目的の実現を目指すとしており、学部及びその学

科の構成は次のとおりとなっている。 

・ 総合人間学部：総合人間学科 

・ 文学部：人文学科 

・ 教育学部：教育科学科 

・ 法学部：学科は設置していない 

・ 経済学部：経済学科、経営学科 

・ 理学部：理学科 

・ 医学部：医学科、保健学科 

・ 薬学部：薬科学科、薬学科 

・ 工学部：地球工学科、建築学科、物理工学科、電気電子工学科、情報学科、工業化学科 

・ 農学部：資源生物科学科、応用生命科学科、地域環境工学科、食料・環境経済学科、森林科学科、

食品生物科学科 

各学部では、学科構成の適切化に向けての改編等が行われており、工学部では６学科が置かれる一方、

自然科学の総合的な修得を目指して理学部は１学科制がとられるなど、それぞれの学部が独自の判断で学

科編成を行っている。 

学部教育のカリキュラムにおいて、法学部・経済学部のように専門職学位課程の設置を含む大学院教育

改革を学部教育に反映させるため、カリキュラム改善の努力が行われている。また、理学部においては、

１学科制の下で入学から卒業に至る学部教育の間に専門性を高める専修制という、非常に特色のあるカリ

キュラムを実施している。 

これらのことから、学部及びその学科の構成が目的を達成する上で適切なものとなっていると判断する。 

 

２－１－② 教養教育の体制が適切に整備され、機能しているか。 

平成15年度に高等教育研究開発推進機構を設置し、教養教育を含めた大学の教育を全学的な立場から企

画・運営・情報交換にあたっており、その結果、教養教育の体制は全面的に刷新された。すなわち、教養

基準２ 教育研究組織（実施体制） 

２－１ 大学の教育研究に係る基本的な組織構成（学部及びその学科、研究科及びその専攻、その他

の組織並びに教養教育の実施体制）が、大学の目的に照らして適切なものであること。 

２－２ 教育活動を展開する上で必要な運営体制が適切に整備され、機能していること。 
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教育は全学共通科目として運営され、全学共通教育システム委員会の企画の下で、教養教育のカリキュラ

ムを検討し体系的かつ多様なカリキュラムを実施している。そこでは、各学部・研究科等が協力し、専門

部会による評価に基づく適切な全学共通科目の科目設計が継続的に行われている。 

なお、各学部では、全学共通科目の単位について、人文・社会科学系、自然科学系、外国語、保健体育

科目をバランスよく取得することを卒業要件としている。また、大学コンソーシアム京都単位互換科目に

ついても卒業要件として認めている学部がある。 

これらのことから、教養教育の体制が適切に整備され、機能していると判断する。 

 

２－１－③ 研究科及びその専攻の構成（研究科、専攻以外の基本的組織を設置している場合には、その構成）が、大学

院課程における教育研究の目的を達成する上で適切なものとなっているか。 

大学院には、文学、教育学、法学、経済学、理学、医学、薬学、工学、農学、人間・環境学、エネルギー

科学、アジア・アフリカ地域研究、情報学、生命科学の14の研究科が設置されている。これらの研究科で

は、基本理念に謳われている「高い倫理性を備えた研究活動により、世界的に卓越した知の創造を行う」

ことを理想に、それぞれの目的に応じて研究と教育が相補的な関係で行われている。 

また、これらの研究科のほか、研究科に準じる大学院組織として、地球環境学堂・地球環境学舎が設置

されている。さらに基本理念の「日本および地域の社会との連携を強めるとともに、自由と調和に基づく

知を社会に伝える」ことを教育において実現することを目的とする専門職学位課程として公共政策連携研

究部・公共政策教育部並びに経営管理研究部・経営管理教育部が設置されている。なお、地球環境学堂、

公共政策連携研究部及び経営管理研究部は主として運営のための組織であり、地球環境学舎、公共政策教

育部及び経営管理教育部は主として教育のための組織である。 

なお、当該大学の研究科・学舎・教育部及びその専攻の構成は、次のとおりとなっている。 

・ 文学研究科：文献文化学専攻、思想文化学専攻、歴史文化学専攻、行動文化学専攻、現代文化学専

攻 

・ 教育学研究科：教育科学専攻、臨床教育学専攻 

・ 法学研究科：法政理論専攻、法曹養成専攻 

・ 経済学研究科：経済システム分析専攻、経済動態分析専攻、現代経済・経営分析専攻 

・ 理学研究科：数学・数理解析専攻、物理学・宇宙物理学専攻、地球惑星科学専攻、化学専攻、生物

科学専攻 

・ 医学研究科：医学専攻、医科学専攻、社会健康医学系専攻、人間健康科学系専攻 

・ 薬学研究科：創薬科学専攻、生命薬科学専攻、医療薬科学専攻、医薬創成情報科学専攻 

・ 工学研究科：社会基盤工学専攻、都市社会工学専攻、都市環境工学専攻、建築学専攻、機械理工学

専攻、マイクロエンジニアリング専攻、航空宇宙工学専攻、原子核工学専攻、材料工学専攻、電

気工学専攻、電子工学専攻、材料化学専攻、物質エネルギー化学専攻、分子工学専攻、高分子化

学専攻、合成・生物化学専攻、化学工学専攻 

・ 農学研究科：農学専攻、森林科学専攻、応用生命科学専攻、応用生物科学専攻、地域環境科学専攻、

生物資源経済学専攻、食品生物科学専攻 

・ 人間・環境学研究科：共生人間学専攻、共生文明学専攻、相関環境学専攻 

・ エネルギー科学研究科：エネルギー社会・環境科学専攻、エネルギー基礎科学専攻、エネルギー変

換科学専攻、エネルギー応用科学専攻 

・ アジア・アフリカ地域研究研究科：東南アジア地域研究専攻、アフリカ地域研究専攻 
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・ 情報学研究科：知能情報学専攻、社会情報学専攻、複雑系科学専攻、数理工学専攻、システム科学

専攻、通信情報システム専攻 

・ 生命科学研究科：統合生命科学専攻、高次生命科学専攻 

・ 地球環境学舎：地球環境学専攻、環境マネジメント専攻 

・ 公共政策教育部：公共政策専攻 

・ 経営管理教育部：経営管理専攻 

各研究科等は専任教員のほか、必要に応じて、学内の研究所・センター等の教員から構成される協力講

座を置いて研究所・センター等の教員を大学院の教育に充てている。 

また、各研究科等の自己点検・評価によれば多様かつ調和のとれた教育体系の下、対話を根幹として自

学自習を促し、卓越した知の継承と創造的精神の涵養に努めるべく教育活動が行われているとされている。 

これらのことから、研究科及びその専攻の構成が、目的を達成する上で適切なものとなっていると判断

する。 

 

２－１－④ 別科、専攻科を設置している場合には、その構成が教育研究の目的を達成する上で適切なものとなっている

か。 

該当なし 

 

２－１－⑤ 全学的なセンター等を設置している場合には、その構成が教育研究の目的を達成する上で適切なものとなっ

ているか。 

大学には、平成19年５月１日現在、以下の13の研究所、４の全国共同利用施設、10の学内共同教育研

究施設、３の学内施設、６の機構が設置され、設定された領域における研究あるいはサービスの提供を遂

行している。 

（研究所） 

・ 化学研究所 

・ 人文科学研究所 

・ 再生医科学研究所 

・ エネルギー理工学研究所 

・ 生存圏研究所 

・ 防災研究所 

・ 基礎物理学研究所 

・ ウイルス研究所 

・ 経済研究所 

・ 数理解析研究所 

・ 原子炉実験所 

・ 霊長類研究所 

・ 東南アジア研究所 

（全国共同利用施設） 

・ 学術情報メディアセンター 

・ 放射線生物研究センター 

・ 生態学研究センター 
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・ 地域研究統合情報センター 

（学内共同教育研究施設） 

・ 放射性同位元素総合センター 

・ 環境保全センター 

・ 国際交流センター 

・ 高等教育研究開発推進センター 

・ 総合博物館 

・ 国際融合創造センター（平成19年７月１日より産官学連携センターに改組） 

・ 低温物質科学研究センター 

・ フィールド科学教育研究センター 

・ 福井謙一記念研究センター 

・ こころの未来研究センター 

（学内施設） 

・ 保健管理センター 

・ カウンセリングセンター 

・ 大学文書館 

（機構） 

・ 高等教育研究開発推進機構 

・ 環境安全保健機構 

・ 国際イノベーション機構（平成19年７月１日より産官学連携本部に改組） 

・ 国際交流推進機構 

・ 情報環境機構 

・ 図書館機構 

これらの研究所、施設等は、全学共通科目の担当のほか協力講座の制度により一部の学部・研究科教育

にも関与している。例えば、高等教育研究開発推進機構は、全学共通教育を全学的立場から企画・運営す

る責任組織として設置され、基礎教育の充実、外国語教育の改善、学生の自主的な学習意欲を引き出す教

育環境の活性化に取り組んでいる。学術情報メディアセンターは、情報教育を支援し、情報環境機構は遠

隔講義を支援しており、環境保全センターは、教育研究等の活動に伴い発生する廃棄物の処理を通して環

境保全を図るとともに、廃棄物処理等に関する研究を行っている。また、その研究成果に基づき、環境安

全保健機構の行う業務の支援と工学研究科の教育をも行っている。 

これらのことから、全学的なセンター等の構成が目的を達成する上で適切なものとなっていると判断す

る。 

 

２－２－① 教授会等が、教育活動に係る重要事項を審議するための必要な活動を行っているか。 

大学の基本理念には「教育研究組織の自治を尊重する」ことが明確に述べられている。すべての学部及

び研究科等には教授会等が設置されている。その構成は各部局により異なるものの、教授会が教育活動に

かかわる中心的な審議機関となっている。なお、大学の管理運営については大学院部局中心の運営が行わ

れており、部局長会議と同研究科長部会において全学的な方針・事項に関する連絡、調整、協議が行われ、

さらに大学全体にわたる重要事項に関しては教育研究評議会において審議の上、総長が決定する体制がと

られている。 
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これらのことから、教授会等が必要な活動を行っていると判断する。 

 

２－２－② 教育課程や教育方法等を検討する教務委員会等の組織が、適切な構成となっているか。また、必要な回数の

会議を開催し、実質的な検討が行われているか。 

すべての学部及び研究科等には、教務委員会あるいはこれに相当する委員会組織が設置され、教育課程、

教育方法、教育評価、入学者選抜方法等について定期的な協議・検討が行われているとされる。しかし、

その運営方法や部局教授会における位置付けは、当該大学の運営の特色である部局重視の体制から、全学

で統一された運営にはなっておらず、部局により異なっている。 

自己評価書によれば、これらの学部・研究科等の教務委員会はそれぞれの組織形態と規模に適した代議

員により構成され、必要に応じて専門委員会や小委員会が組織され、部局によっては定例会議として、適

切な頻度で定期的に開催され、学事の審議を行っているとされている。 

なお、全学共通科目にかかる教学面を担う委員会組織としては、全学共通教育システム委員会が設置さ

れ、年間に４～５回程度開催されている。この委員会の下には４つの専門委員会と11の科目部会があり、

各委員会・部会の委員は各学部・研究科等の教務担当者等から選出され、学部教育との連絡・調整、連携

が図られることとされている。 

これらのことから、教育課程や教育方法等を検討する組織が適切な構成となっており、実質的な検討が

行われていると判断する。 

 

以上の内容を総合し、「基準２を満たしている。」と判断する。 

 

【優れた点】 

○ 学部における学科は比較的大括りにし、大学院研究科等の専攻は教育研究の専門化に対応する構成

となっている。 

○ 高等教育研究開発推進機構を設置して、特色ある教養教育に取り組んでいる。 
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【評価結果】 

基準３を満たしている。 

 

（評価結果の根拠・理由） 

３－１－① 教員組織編制のための基本的方針を有しており、それに基づいた教員組織編制がなされているか。 

国立大学法人京都大学の組織に関する規程及び京都大学の講座、学科目、研究部門等に関する規程によ

り、教員組織編制の基本方針が制定されている。 

当該大学は、大学院に重点を置く大学として、医学部保健学科を除く全学部の教員は大学院のいわゆる

基幹講座に在籍し、大学院課程の教育の中枢を形成するとともに、兼担として学部教育の実施・運営に当

たっている。また、研究所・センター等の教員も、本務である研究に従事する一方、協力講座や授業担当

の制度を利用して研究科等及び学部の教育に協力する体制となっており、多様かつ柔軟な教員組織編制が

なされている。 

また、平成19年４月から施行された学校教育法等の改正に対応し、平成19年度からは新たな教員組織

編制に移行している。 

これらのことから、教員組織編制のための基本的方針を有しており、それに基づいた教員組織編制がな

されていると判断する。 

 

３－１－② 教育課程を遂行するために必要な教員が確保されているか。 

全学共通教育は全学共通教育システム委員会で調整を図り、実施責任部局である人間・環境学研究科及

び理学研究科と、他の研究科、研究所・センター等が協力して、必要とする科目の提供と教育遂行上必要

な教員を確保する体制をとっている。また開講クラス数の多い数学や外国語科目等、専任教員の不足する

スポーツ実習等の科目については、学外の研究者等を非常勤講師として充当し、必要な教員を確保してい

る。 

学部・研究科等においては、それぞれが定めた教員組織編制の方針に基づき、質と量の両面において必

要な教員を確保する一方、必要に応じて協力講座等の制度を利用して研究所・センター等の協力の下、必

要教員の確保に努めている。 

当該大学では、このような様々な仕組みにより、教育研究上に必要な教員は確保できているとしている。

また各学部・研究科等の立案するプロジェクトを審査し、特定有期雇用教員を雇用して教育の質の向上を

高める制度も導入されている。 

これらのことから、教育課程を遂行するために必要な教員が確保されていると判断する。 

 

基準３ 教員及び教育支援者 

３－１ 教育課程を遂行するために必要な教員が適切に配置されていること。 

３－２ 教員の採用及び昇格等に当たって、適切な基準が定められ、それに従い適切な運用がなされ

ていること。 

３－３ 教育の目的を達成するための基礎となる研究活動が行われていること。 

３－４ 教育課程を遂行するために必要な教育支援者の配置や教育補助者の活用が適切に行われてい

ること。 
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３－１－③ 学士課程において、必要な専任教員が確保されているか。 

当該学士課程における専任教員数は、次のとおりとなっている。 

・ 総合人間学部：159人（うち教授90人） 

・ 文学部：88人（うち教授57人） 

・ 教育学部：33人（うち教授15人） 

・ 法学部：80人（うち教授51人） 

・ 経済学部：48人（うち教授27人） 

・ 理学部：277人（うち教授90人） 

・ 医学部：275人（うち教授85人） 

・ 薬学部：108人（うち教授40人、実務家教員３人） 

・ 工学部：569人（うち教授188人） 

・ 農学部：250人（うち教授75人） 

大学院重点化以降は、国立大学法人化前の国立大学設置法施行規則第８条の２に従い、大学院の専任教

員が兼担教員として学士課程教育の実施に当たっている。また、必要に応じて、研究所・センター等の教

員の協力を得ている。 

また、全学共通教育は人間・環境学研究科と理学研究科を責任部局としつつ、全学の部局が協力して実

施している。 

これらのことから、必要な専任教員が確保されていると判断する。 

 

３－１－④ 大学院課程（専門職大学院課程を除く。）において、必要な研究指導教員及び研究指導補助教員が確保されて

いるか。 

当該大学院課程における研究指導教員数及び研究指導補助教員数は、次のとおりとなっている。 

〔修士課程〕 

・ 文学研究科：研究指導教員70人（うち教授70人）、研究指導補助教員39人 

・ 教育学研究科：研究指導教員20人（うち教授20人）、研究指導補助教員21人 

・ 法学研究科：研究指導教員47人（うち教授47人）、研究指導補助教員27人 

・ 経済学研究科：研究指導教員33人（うち教授33人）、研究指導補助教員20人 

・ 理学研究科：研究指導教員159人（うち教授159人）、研究指導補助教員321人 

・ 医学研究科：研究指導教員41人（うち教授41人）、研究指導補助教員45人 

・ 薬学研究科：研究指導教員25人（うち教授25人）、研究指導補助教員48人 

・ 工学研究科：研究指導教員182人（うち教授182人）、研究指導補助教員374人 

・ 農学研究科：研究指導教員76人（うち教授76人）、研究指導補助教員182人 

・ 人間・環境学研究科：研究指導教員86人（うち教授86人）、研究指導補助教員66人 

・ エネルギー科学研究科：研究指導教員33人（うち教授33人）、研究指導補助教員62人 

・ 情報学研究科：研究指導教員66人（うち教授53人）、研究指導補助教員85人 

・ 生命科学研究科：研究指導教員23人（うち教授23人）、研究指導補助教員37人 

・ 地球環境学舎：研究指導教員9人（うち教授9人）、研究指導補助教員17人 

〔博士後期課程〕 

・ 文学研究科：研究指導教員70人（うち教授70人）、研究指導補助教員39人 

・ 教育学研究科：研究指導教員20人（うち教授20人）、研究指導補助教員21人 
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・ 法学研究科：研究指導教員47人（うち教授47人）、研究指導補助教員27人 

・ 経済学研究科：研究指導教員33人（うち教授33人）、研究指導補助教員20人 

・ 理学研究科：研究指導教員159人（うち教授159人）、研究指導補助教員321人 

・ 医学研究科：研究指導教員90人（うち教授90人）、研究指導補助教員144人 

・ 薬学研究科：研究指導教員25人（うち教授25人）、研究指導補助教員48人 

・ 工学研究科：研究指導教員182人（うち教授182人）、研究指導補助教員374人 

・ 農学研究科：研究指導教員76人（うち教授76人）、研究指導補助教員182人 

・ 人間・環境学研究科：研究指導教員86人（うち教授86人）、研究指導補助教員66人 

・ エネルギー科学研究科：研究指導教員33人（うち教授33人）、研究指導補助教員62人 

・ 情報学研究科：研究指導教員66人（うち教授53人）、研究指導補助教員85人 

・ 生命科学研究科：研究指導教員23人（うち教授23人）、研究指導補助教員37人 

・ 地球環境学舎：研究指導教員17人（うち教授17人）、研究指導補助教員30人 

〔一貫制博士課程〕 

・ 医学研究科（４年）：研究指導教員81人（うち教授62人）、研究指導補助教員131人 

・ アジア・アフリカ地域研究研究科（５年）：研究指導教員17人（うち教授17人）、研究指導補助

教員19人 

特に教授については、博士後期課程における研究指導能力を選考基準に加えて選考している。また協力

講座を構成する研究所・センター等の教員の選考においても、大学院教育における授業担当は必須の選考

条件となっている。 

これらのことから、必要な研究指導教員及び研究指導補助教員が確保されていると判断する。 

 

３－１－⑤ 専門職大学院課程において、必要な専任教員（実務の経験を有する教員を含む。）が確保されているか。 

当該専門職学位課程における専任教員数は、次のとおりとなっている。 

・ 法学研究科：40人（うち教授38人、実務家教員10人） 

・ 医学研究科：22人（うち教授９人、実務家教員６人） 

・ 公共政策教育部：10人（うち教授９人、実務家教員４人） 

・ 経営管理教育部：19人（うち教授12人、実務家教員７人） 

これらのことから、必要な専任教員が確保されていると判断する。 

 

３－１－⑥ 大学の目的に応じて、教員組織の活動をより活性化するための適切な措置（例えば、年齢及び性別のバラン

スへの配慮、外国人教員の確保、任期制や公募制の導入等が考えられる。）が講じられているか。 

大学では、教員組織の活性化は、基本的には各部局の責任として考えられている。教員の採用や昇格に

際して、各部局は大学の基本理念に掲げられる「卓越した知の創造」にふさわしい教員をそれぞれの学問

分野の特質に配慮しつつ選考し、十分な研究業績に加えて、学部・大学院教育における高水準な教授能力

及び研究指導能力を有することを条件としている。さらに、各部局の判断で、可能な範囲で年齢構成や性

別バランスへも配慮し、必要に応じて外国人教員の確保、任期制や公募制の導入等の措置が図られている。

なお、平成19年10月１日現在、全学で外国人教員数は62人（全教員に占める割合は2.1％）となってお

り、実績を挙げつつあるが、外国人教員のさらなる増員につながることが期待される。また、任期付き教

員については101人（全教員に占める割合は3.5％）となっている。 
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また、注目される点としては、全学的な女性研究者支援センターの設置により、優秀な女性教員獲得の

ための支援を行っている点が挙げられるが、平成19年５月１日現在の女性教員数は214人（全教員に占め

る割合は7.5％）となっており、一層の努力が期待される。 

これらのことから、教員組織の活動をより活性化するための適切な措置が講じられていると判断する。 

 

３－２－① 教員の採用基準や昇格基準等が明確かつ適切に定められ、適切に運用がなされているか。特に、学士課程に

おいては、教育上の指導能力の評価、また大学院課程においては、教育研究上の指導能力の評価が行われてい

るか。 

教員人事に関する規程は部局単位で定められている。過去の数多くの教員選考の審議過程において合意

されてきたいわば慣行的な人事システムにおける基準を踏まえ、関係する専門分野の特質に配慮し、個々

の教員採用や昇格が行われている。教育・研究指導能力は選考における必須の条件であり、一部の学部・

研究科では教材開発・作成、教育方法の開発も審査基準に加えている。 

これらのことから、教員の採用基準や昇格基準等が定められ、運用がなされていると判断する。 

 

３－２－② 教員の教育活動に関する定期的な評価が行われているか。また、その結果把握された事項に対して適切な取

組がなされているか。 

教養教育の全学共通教育においては、平成15年度以降、19回の授業評価やアンケート調査等を実施し、

その結果は報告書に取りまとめられ、関係教員へフィードバックしている。全学共通教育システム委員会

及びその下部の部会では、調査結果に基づいて、必要な改善や授業内容・成績評価の見直し等を勧告して

いる。 

すべての学部・研究科等でも、学生による授業評価やアンケート調査等を実施し、調査等によって得ら

れた事項は、各部局のファカルティ・ディベロップメント（以下、ＦＤという。）など組織的対応に役立て

られている。なお、個々の授業内容については、各担当教員による自律的改善への取組に重点が置かれて

いる。 

これらのことから、教員の教育活動に関する定期的な評価が行われており、その結果把握された事項に

対して適切な取組がなされていると判断する。 

 

３－３－① 教育の目的を達成するための基礎として、教育内容等と関連する研究活動が行われているか。 

大学の基本理念では、研究面において世界的に卓越した知の創造を求める一方、教育面においても卓越

した知の継承と創造的精神の涵養を求めている。教員は、この理念に基づき、当該専門分野において最先

端の研究を行い、得られた成果と知見を教育に反映させる努力が求められている。なお、教員選考にあたっ

ては、研究業績が最も重視されている。 

これらのことから、教育内容等と関連する研究活動が行われていると判断する。 

 

３－４－① 大学において編成された教育課程を展開するに必要な事務職員、技術職員等の教育支援者が適切に配置され

ているか。また、ＴＡ等の教育補助者の活用が図られているか。 

全学共通教育の支援組織の共通教育推進課には教務、総務、経理、施設管理を担当する職員が配置され、

全学共通教育に関わるすべての支援業務、及び教育施設設備の維持管理を担っている。また、高等教育研

究開発推進機構の経費により、科目の特性に応じて全学共通科目に平成17、18年度においてそれぞれ450
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人以上のＴＡを配置し、講義、実験実習の授業補佐、授業準備等に活用している。 

学部・研究科等においては、それぞれの部局の事情に応じ、総務、経理、教務、施設、図書等の系で構

成される事務組織が設けられ、教育課程の展開に必要な事務職員、技術職員等を配置して教育支援を行っ

ている。また、実験実習の授業補佐、授業準備等のために、修士及び博士後期課程の学生をＴＡとして配

置し、活用を図っている。 

なお、教職員は「京都大学の教職員像」に則り、各自の職務を自覚して、その責務を遂行することが求

められている。 

これらのことから、必要な事務職員、技術職員等の教育支援者が適切に配置されており、ＴＡ等の教育

補助者の活用が図られていると判断する。 

 

以上の内容を総合し、「基準３を満たしている。」と判断する。 

 

【優れた点】 

○ 大学が理想とする「京都大学の教職員像」が明確に定められ、公表されている。 

 

【更なる向上が期待される点】 

○ 女性教員と外国人教員の確保に向けて、一層の努力が期待される。 
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【評価結果】 

基準４を満たしている。 

 

（評価結果の根拠・理由） 

４－１－① 教育の目的に沿って、求める学生像や入学者選抜の基本方針等が記載された入学者受入方針（アドミッショ

ン・ポリシー）が明確に定められ、公表、周知されているか。 

すべての学部でアドミッション・ポリシーは明確に定められており、その内容は大学の基本理念の教育

の項の条文とともに、学生募集要項に望む学生像として掲載されている。また、高等学校生徒等を対象に

した大学案内『知と自由への誘い』（平成18年度45,000部作成）にも、アドミッション・ポリシーを示し

ている。大学案内には、各学部のアドミッション・ポリシーも当該学部のカリキュラムとともに掲載され

ている。このほか、研究科等も含めて、すべてのアドミッション・ポリシーは大学ウェブサイト入学案内

の項に公開されるほか、各学部のウェブサイトでも公開されている。なお、この大学ウェブサイトの入学

案内には平成19年５月末時点で約1,380,000回（平成16年４月からの累計）のアクセスが記録されてい

る。 

入学者選抜にあたっては、総合大学として国語・数学・英語・理科・社会のいわゆる５教科の基礎学力

の確保が重要であるとの基本方針を定めている。 

研究科等では、大学院における専門性の高さを考慮して各専攻のアドミッション・ポリシーが定められ

ていることが多く、アドミッション・ポリシーのあり方、公表の仕方等は部局ごとに異なっている。アド

ミッション・ポリシーを明確に成文化している部局もあるが、部局によっては、部局の目的を示すことに

より望む学生像を暗黙の形で述べて代用している。これらは大学ウェブサイト入学案内による公開のほか、

部局ウェブサイト、研究科等紹介パンフレット、募集要項等を通して公表されている。 

これらのことから、入学者受入方針が明確に定められ、公表、周知されていると判断する。 

 

４－２－① 入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）に沿って適切な学生の受入方法が採用されており、実質的に

機能しているか。 

学部一般入学者選抜試験については、大学としての入学者受入方針に従い、全学体制で実施されている。

なお、学部の特別選抜・学士入学等と研究科等の入学者選抜試験は部局ごとの体制で実施されている。 

また、学部一般入学者選抜試験は大学入試センター試験と個別（第２次）学力検査からなっており、選

択科目や配点等の選抜方法の細部は各部局がそれぞれのアドミッション・ポリシーに基づいて決定してい

る。例えば医学部では医療従事者としての適性も合否判断に入れるために面接試験を実施している。工学

部では学科によって要求する基礎学力が異なるため、理科の試験科目に物理・化学を指定する学科がある

一方で、地球工学科のように地学・生物を含めた理科全般の中からの選択を認める学科もある。また、教

基準４ 学生の受入 

４－１ 教育の目的に沿って、求める学生像や入学者選抜の基本方針が記載された入学者受入方針（ア

ドミッション・ポリシー）が明確に定められ、公表、周知されていること。 

４－２ 入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）に沿って適切な学生の受入が実施され、機能

していること。 

４－３ 実入学者数が、入学定員と比較して適正な数となっていること。 
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育学部はいわゆる文系入試と理系入試を並立している。さらに、理学部や工学部の一部学科のように、定

員の一部について理科及び数学に傾斜配点を実施している学科もある。 

研究科等の入学者選抜試験は、それぞれ研究科等、専攻等のアドミッション・ポリシーに沿い、修士課

程においては、おおむね、当該専攻学術及び関連基礎事項に関する筆記試験と口頭試問を組み合わせて試

験を実施している。博士後期課程ではその専門性が極めて高いことから、ほとんどの専攻で論文審査と口

頭試問を組み合わせた試験を実施している。 

これらのことから、入学者受入方針に沿って適切な学生の受入方法が採用されており、実質的に機能し

ていると判断する。 

 

４－２－② 入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）において、留学生、社会人、編入学生の受入等に関する基本

方針を示している場合には、これに応じた適切な対応が講じられているか。 

学部については、多くの学部で留学生・編入生等の受入を大学の基本理念の実現と社会的使命の観点か

ら実施している。しかしながら、社会人や編入学の実績は極めて少数である。 

研究科等においては、公共政策教育部等は社会人のリカレント教育を一つの柱としており、積極的な社

会人の受入を部局ミッションとして行っている。また、情報学研究科では、「多様なバックグラウンドを持

つ学生を日本全国・世界各国から受け入れております。さらに社会人にも広く門戸を開いています」とア

ドミッション・ポリシーに留学生・社会人の受入を明記している。 

これらのことから、入学者受入方針に応じた適切な対応が講じられていると判断する。 

 

４－２－③ 実際の入学者選抜が適切な実施体制により、公正に実施されているか。 

学部一般入学者選抜試験は全学体制で取り組まれ、学生受入に関する中・長期的事項の検討は入学試験

委員会、現行入試制度の評価・改善等は入学者選抜方法研究委員会、年度ごとの実施のための実務は入学

試験実施委員会という体制で、必要事項の審議・決定が行われている。このほかに、大学入試センター試

験実施委員会が別に置かれている。 

すべての作業には正確かつ公正を期するためとして、全学共通マニュアルが用意されている。 

また、各学部に一任されている留学生特別選抜や編入学等の選抜では一般入学者選抜試験に準じた体制

が当該学部でとられている。 

研究科等の入学者選抜試験はそのすべてが各部局に一任されその実施体制は部局により異なる。大学院

入学者選抜試験についての公正性の判断は各部局の自己点検・評価に委ねられているとされている。 

これらのことから、入学者選抜が適切な実施体制により、公正に実施されていると判断する。 

 

４－２－④ 入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）に沿った学生の受入が実際に行われているかどうかを検証す

るための取組が行われており、その結果を入学者選抜の改善に役立てているか。 

全学体制で実施されている学部一般入学者選抜試験の検証は、各学部での自己点検・評価に加え、全学

委員会である入学者選抜方法研究委員会で継続的に行われている。各学部では入学者選抜試験の各種デー

タのほか追跡調査も利用し、入学者選抜方法がアドミッション・ポリシーに沿うものかどうかの検証を継

続的に行っている。その結果、最近の例では、『京都大学自己点検・評価報告書Ⅴ（入学試験）』（平成 16

年３月刊行）での指摘事項に基づき、入学者選抜方法研究委員会及び部局長会議研究科長部会での審議を

経て、入学試験の適正化が必要と判断し、平成19年度入学者選抜試験よりほとんどの学部の後期日程の募
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集定員を０に改めている。 

一般入学者選抜試験以外の学部の特別選抜及び研究科等の入学者選抜試験はすべて当該部局に委ねられ

ているため、その適切性と機能性についても、部局の教務委員会や入試委員会等で継続的に行われ、自己

点検・評価の中で検証されている。 

これらのことから、入学者受入方針に沿った学生の受入が実際に行われているかどうかを検証するため

の取組が行われており、その結果を入学者選抜の改善に役立てていると判断する。 

 

４－３－① 実入学者数が、入学定員を大幅に超える、又は大幅に下回る状況になっていないか。また、その場合には、

これを改善するための取組が行われるなど、入学定員と実入学者数との関係の適正化が図られているか。 

当該大学における平成15～19年度の５年間の入学定員に対する実入学者数の比率の平均は、次のとおり

となっている。（ただし、平成 16 年４月に設置された法学研究科法曹養成専攻については、平成 16～19

年度の４年分、平成 18 年４月に設置された公共政策教育部及び経営管理教育部については、平成 18～19

年度の２年分。） 

〔学士課程〕 

・ 総合人間学部：1.02倍 

・ 文学部：1.01倍 

・ 教育学部：1.03倍 

・ 法学部：1.01倍 

・ 経済学部：1.05倍 

・ 理学部：1.00倍 

・ 医学部：1.03倍 

・ 薬学部：1.10倍 

・ 工学部：1.01倍 

・ 農学部：1.05倍 

〔修士課程〕 

・ 文学研究科：0.83倍 

・ 教育学研究科：1.07倍 

・ 法学研究科：1.03倍 

・ 経済学研究科：0.92倍 

・ 理学研究科：0.90倍 

・ 医学研究科：0.86倍 

・ 薬学研究科：1.28倍 

・ 工学研究科：1.40倍 

・ 農学研究科：1.13倍 

・ 人間・環境学研究科：0.97倍 

・ エネルギー科学研究科：1.12倍 

・ 情報学研究科：1.12倍 

・ 生命科学研究科：1.13倍 

・ 地球環境学舎：1.07倍 

〔博士後期課程〕 
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・ 文学研究科：0.91倍 

・ 教育学研究科：1.26倍 

・ 法学研究科：0.58倍 

・ 経済学研究科：1.01倍 

・ 理学研究科：0.95倍 

・ 医学研究科：0.99倍 

・ 薬学研究科：1.10倍 

・ 工学研究科：0.80倍 

・ 農学研究科：0.71倍 

・ 人間・環境学研究科：1.19倍 

・ エネルギー科学研究科：0.51倍 

・ 情報学研究科：0.76倍 

・ 生命科学研究科：1.35倍 

・ 地球環境学舎：0.55倍 

〔一貫制博士課程〕 

・ 医学研究科（４年）：1.08倍 

・ アジア・アフリカ地域研究研究科（５年）：0.97倍 

〔専門職学位課程〕 

・ 法学研究科：1.01倍 

・ 医学研究科：1.23倍 

・ 公共政策教育部：1.11倍 

・ 経営管理教育部：1.01倍 

学士課程及び専門職学位課程において、実際の入学者数はおおむね入学定員通りである。大学院課程で

は、工学研究科（修士課程）、生命科学研究科（博士後期課程）については入学定員超過率が高く、法学研

究科（博士後期課程）、エネルギー科学研究科（博士後期課程）及び地球環境学舎（博士後期課程）につい

ては、入学定員充足率が低い。当該大学では、その理由として、第１に卓越した知の重要性への配慮から、

入学者選抜試験は定員に基づく競争試験の形態ではあるものの当該専攻学術に対する資格試験的要素が強

くなっていること、第２に研究指導の資格を持つ教授等の定年や長期外国出張等の事情にも依存して、実

際の入学者数の年度に差を生じたためであるとしている。 

これらのことから、入学定員と実入学者数との関係は、学士課程及び専門職学位課程においては適正で

あるが、大学院の一部の研究科・学舎においては、一層の適正化が必要であると判断する。 

 

以上の内容を総合し、「基準４を満たしている。」と判断する。 

 

【優れた点】 

○ 各学部の明確なアドミッション・ポリシーの下、学力の高い学生の確保に努めている。 

 

【改善を要する点】 

○ 大学院の一部の研究科・学舎においては、入学定員超過率が高い、又は入学定員充足率が低い。 
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【評価結果】 

基準５を満たしている。 

 

（評価結果の根拠・理由） 

＜学士課程＞ 

５－１－① 教育の目的や授与される学位に照らして、授業科目が適切に配置され（例えば、教養教育及び専門教育のバ

ランス、必修科目、選択科目等の配当等が考えられる。）、教育課程が体系的に編成されているか。 

教育課程は、京都大学通則第15条第１項「教育課程は、教育上の目的を達成するために必要な科目を開

設して、体系的に編成するものとする。」に従って編成されている。その上で、開講科目は全学共通科目と

学部科目に区分され、それらは教育目的・内容によって教養科目と専門科目に区分されており系統的な編

成になっている。 

学部科目は専門科目のみで構成され、各学部とも１・２年次には専門への導入等を意図した基礎的な科

目、２・３年次には専門的な講義、演習、実験・実習、ゼミ等を専攻分野を考慮して適切に提供し、４年

次にはそれらに加えて卒業研究を課すなど、段階的に履修できる体系となっている。 

当該大学の教養教育は、Ａ群（人文・社会科学系科目）、Ｂ群（自然科学系科目）、Ｃ群（外国語科目）、

Ｄ群（保健体育科目）及びＥＸ群（大学コンソーシアム京都単位互換科目）の５群に区分され、人文・社

会・自然諸学問分野にわたる基礎を幅広く学び、高い外国文化の理解と言語運用力の修得を目指した内容

となっており、その実施は全学協力体制の下で、全学共通科目として体系的に編成されている。 

専門教育においては、各学部の専門分野の特性に配慮して、基礎的な科目から専門性の高い科目まで体

系的に配置されている。 

基準５ 教育内容及び方法 

（学士課程） 

５－１ 教育課程が教育の目的に照らして体系的に編成されており、その内容、水準、授与される学

位名において適切であること。 

５－２ 教育課程を展開するにふさわしい授業形態、学習指導法等が整備されていること。 

５－３ 成績評価や単位認定、卒業認定が適切であり、有効なものとなっていること。 

（大学院課程） 

５－４ 教育課程が教育の目的に照らして体系的に編成されており、その内容、水準、授与される学

位名において適切であること。 

５－５ 教育課程を展開するにふさわしい授業形態、学習指導法等が整備されていること。 

５－６ 研究指導が大学院教育の目的に照らして適切に行われていること。 

５－７ 成績評価や単位認定、修了認定が適切であり、有効なものとなっていること。 

（専門職大学院課程） 

５－８ 教育課程が教育の目的に照らして体系的に編成されており、その内容、水準、授与される学

位名において適切であること。 

５－９ 教育課程が当該職業分野における期待にこたえるものになっていること。 

５－10 教育課程を展開するにふさわしい授業形態、学習指導法等が整備されていること。 

５－11 成績評価や単位認定、修了認定が適切であり、有効なものとなっていること。 
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これらのことから、授業科目が適切に配置され、教育課程が体系的に編成されていると判断する。 

 

５－１－② 授業の内容が、全体として教育課程の編成の趣旨に沿ったものになっているか。 

教養教育で達成すべき目的は、学術的教養、文化的言語力、基盤的知力の３点に整理されており、それ

を全学共通科目として開講している。 

この全学共通科目はＡ～Ｄ群とＥＸ群の５群に区分されている。 

Ａ群科目はさらに哲学・思想、歴史・文明、芸術・言語文化、行動科学、地域・文化、社会科学、複合

の７系列に区分されている。各系列には講義科目のほか、講義内容を発展させて論考・研究の実際に触れ

る少人数の基礎ゼミナール、講読、演習等もある。 

Ｂ群科目は、数学、物理学、化学、生物学、地球科学、情報科学等に分類される科目が提供され、全学

的に共通の教養科目のほか理系学部の専門基礎科目もある。 

Ｃ群科目として開講している外国語科目には、英語、ドイツ語、フランス語、中国語、ロシア語、イタ

リア語、スペイン語、朝鮮語、アラビア語、日本語（留学生用）の10カ国語が提供され、それぞれ１年次

生用のクラスと２年次生（以上）用のクラスに区分されている。これらの中で特色があるのは英語教育で、

教養教育における英語教育を、大学や大学院での専門教育への出発点として位置付け、学術的教養の涵養

を前提としながらも研究活動において求められる高度な英語運用能力を養うことを目指す学術目的の英語

と位置付けられている。 

Ｄ群科目は、体育、スポーツ、健康教育等の科目、ＥＸ科目は大学コンソーシアム京都単位互換科目で

ある。 

各学部では、その専門領域の教育目的に沿って学部科目を開講している。 

理学部は一学科制という特色ある学部組織である。そこでは、１・２年次生時では教養科目及び基礎的

な内容を中心とした専門基礎科目からなる幅広い教育を行い、３・４年次生時では学生の興味・意欲・能

力・適性に応じて、７つの「系」に分属して専門科目の学修を行い、各専門分野の研究の最前線に接する

課題研究を選択して学ぶという専門教育を実施している。 

これらのことから、授業の内容が、全体として教育課程の編成の趣旨に沿ったものになっていると判断

する。 

 

５－１－③ 授業の内容が、全体として教育の目的を達成するための基礎となる研究の成果を反映したものとなっている

か。 

研究と教育を分離させずに教育研究を進める教育と研究の有機的連関を極めて重要視することを、当該

大学の伝統的な特色としている。この考え方は大学院課程のみならず学士課程教育にも反映されている。

このような考え方から、教員自身の最先端の知見や研究成果を平素の授業に反映させるべく、教員が独自

に作成した資料等を用いる授業が約半数を占めているという。 

これらのことから、授業の内容が、全体として研究の成果を反映したものとなっていると判断する。 

 

５－１－④ 学生の多様なニーズ、学術の発展動向、社会からの要請等に対応した教育課程の編成（例えば、他学部の授

業科目の履修、他大学との単位互換、インターンシップによる単位認定、補充教育の実施、編入学への配慮、

修士（博士前期）課程教育との連携等が考えられる。）に配慮しているか。 

各学部では種々のアンケートを実施し、学生のニーズや学問や時代の動向等の把握に努め、それらをカ
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リキュラム編成に反映するよう経常的に工夫、努力している。例えば、学部教育から大学院教育へのスムー

ズな移行を意図して、いくつかの学部では、学部と大学院との共通科目を開講している。理系学部におい

ては、最終学年学生の研究室配属等を実施している。また、工学部や農学部では社会との連携を重視して

単位認定と関係したインターンシップも実施している。 

なお、平成17年度から、大学コンソーシアム京都と単位互換に関する包括協定等を締結し、他大学等が

提供する授業科目のうち、大学が指定する科目を履修することができるように制度化し、文学部において

は卒業に必要な単位として認定している。 

また、平成17年度には文部科学省現代的教育ニーズ取組支援プログラム（現代ＧＰ）に、「新しい蘇生

教育の広域展開」が採択され、蘇生医学の知識と技術を学生にも普及させることを目指した取組を実施し

ている。 

平成18年度には、「国際交流ホスピタリティプロジェクト－北米伝統大学との医学教育交換プロジェク

ト－」が文部科学省大学教育の国際化推進プログラム海外先進教育実践支援に採択され、英語教育やコミュ

ニケーション教育を充実させて、真の意味のホスピタリティの文化を形成することを目指した取組を実施

している。 

平成18年度には、文部科学省地域医療等社会的ニーズに対応した質の高い医療人養成推進プログラムに、

「先端医療の育・創薬を先導する薬剤師養成」が採択され、高度・先端医療に対する先導的役割を担う実

践及び学術能力を有する薬剤師の育成を目指した取組を実施している。 

これらのことから、学生の多様なニーズ、学術の発展動向、社会からの要請等に対応した教育課程の編

成に配慮していると判断する。 

 

５－１－⑤ 単位の実質化への配慮がなされているか。 

学習における学生個々人の自学自習、自発自啓の尊重は、当該大学における教育の基本精神として尊重

されている。このため、全学共通科目の選択は基本的に学生の自由意思に委ねられ、幅広い自由選択を可

能にした履修システムとなっている。過去には実質的には学習できないほど多数の科目を登録するという

問題があったが、平成15年度から全学共通教育ガイダンスを強化し、科目履修、学習の在り方と当該大学

の教育理念を結びつけた説明を丁寧に行うことにより、現在では学生の出席授業数は平均週16コマとなっ

ている。なお、学生が、時間と空間に拘束されずに学習できる自律学習型語学教育ＣＡＬＬ

（Computer-Assisted Language Learning）も用意されている。これは「外国語教育の再構造化―自律学習

型ＣＡＬＬと国際的人材育成」として、平成15年度の文部科学省特色ある大学教育支援プログラム（特色

ＧＰ）に採択された。 

各学部では、部局の目標や専門分野の特質を考慮しながら、履修可能な講義数の制限、履修モデルコー

スの提案、助言を目的とした担任制度の導入、履修ガイダンスの強化等により、個々の科目の学習時間を

確保して単位の実質化を図るための種々の方策が取られている。 

これらのことから、単位の実質化への配慮がなされていると判断する。 

 

５－１－⑥ 夜間において授業を実施している課程（夜間学部や昼夜開講制（夜間主コース））を有している場合には、そ

の課程に在籍する学生に配慮した適切な時間割の設定等がなされているか。 

該当なし 
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５－２－① 教育の目的に照らして、講義、演習、実験、実習等の授業形態の組合せ・バランスが適切であり、それぞれ

の教育内容に応じた適切な学習指導法の工夫がなされているか。（例えば、少人数授業、対話・討論型授業、フィー

ルド型授業、多様なメディアを高度に利用した授業、情報機器の活用、ＴＡの活用等が考えられる。） 

全学共通科目においては、各科目の特性に応じて講義、演習、実験、実習が行われており、情報機器・

メディアを活用した授業等を開講している。特に少人数教育においては、各学部・研究科・研究所等の教

員がフェイス・トゥ・フェイスの親密な人間関係の中で、フィールド実習など多様な形態の授業を行う新

入生向け少人数セミナーとして「ポケット・ゼミ」を１年次の学生を対象に開講している。外国語科目に

おいては、ＣＡＬＬにより１対１の双方向型授業も可能となっている。 

英語教育については基本理念に沿って、一般的なコミュニケーション英語ではなく、大学や大学院での

専門教育への出発点として位置づけ、学術的教養と学術的言語技能を融合した英語教育「学術目的の英語」

（English for Academic Purposes、ＥＡＰ）を目指すこととし、平成18年度から英語カリキュラムを改

訂した。具体的には、ＥＡＰを、１～２年次生を対象とした全学共通科目の英語「一般学術目的の英語」

（English for General Academic Purposes、ＥＧＡＰ）と、３～４年次以上の学部専門英語（及び大学院

英語）「特定学術目的の英語」（English for Specific Academic Purposes、ＥＳＡＰ）に区分し、大学英

語教育を実践している。 

学部科目は、当該学部の教育目的に沿って少人数による授業や対話型授業を重要視し、講義、演習、ゼ

ミ等を組み合わせて教育を行っている。また、マルチメディア機材等を活用した遠隔講義や、全国各地に

点在する施設を利用したフィールド実習等も実施されている。全学共通科目、学部科目とも、必要に応じ

てＴＡが配置されている。 

また、平成15年度には特色ＧＰに、「外国語教育の再構造化―自律学習型ＣＡＬＬと国際的人材育成」

が採択され、自律学習型語学教育ＣＡＬＬを正規の授業として導入することにより、対面型授業のクラス

サイズの適正化が図られている。 

これらのことから、授業形態の組合せ・バランスが適切であり、教育内容に応じた適切な学習指導法の

工夫がなされていると判断する。 

 

５－２－② 教育課程の編成の趣旨に沿って適切なシラバスが作成され、活用されているか。 

全学共通科目のシラバスは、『全学共通科目授業内容』の冊子として学生に配付されており、さらに全学

共通教育教務情報システム（ＫＵＬＡＳＩＳ）のウェブサイト上でも検索が可能となっている。シラバス

には開講曜日、時限等の当該科目の基本データのほか、授業のテーマと目的、授業計画、成績評価の方法、

コメント、履修要件、教科書、参考書等の欄が設けられ、各担当教員はウェブサイトでの入力が可能であ

る。学生は各種ガイダンスやこのシラバスを参考に、履修科目を選択して登録を行っている。 

各学部では、学部ごとの形式で学習目標と内容、スケジュール、参考文献、評価方法等が明記されたシ

ラバスが作成され、学生全員に配布されている。また、多くの学部ではウェブサイトでの閲覧も可能になっ

ている。ただし、科目によっては、授業に最新の学術成果や社会的話題をタイムリーに取り入れるために

授業中に事前・事後学習の具体的指針を適宜に示し、シラバスにおける各回の授業内容の記載は概略にと

どめている。 

これらのことから、教育課程の編成の趣旨に沿って適切なシラバスが作成され、活用されていると判断

する。 
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５－２－③ 自主学習への配慮、基礎学力不足の学生への配慮等が組織的に行われているか。 

当該大学では自学自習を教育の基本理念としている。自学自習を促し援助するための配慮として全学共

通教育においては、約200人の教員がオフィスアワーを設け、それを全学共通教育教務情報システム（Ｋ

ＵＬＡＳＩＳ）に掲載している。また、全学共通教育の授業が主に実施される吉田南構内においては、学

生の自学自習の支援のため、学生自習室、ＣＡＬＬ自習室、科目群別の学習相談室を整備するとともに、

必要に応じてそれぞれにＴＡを配置している。また基礎学力不足の学生への対応としては「初修物理学」

の開設、マルチメディア教材を用いた再履修外国語教育の質の向上、担任制等による助言体制等の配慮が

組織的に行われている。 

各学部においては、学習室の充実、図書室の利用時間の延長、研究室・講義室の開放等の環境整備に努

めるとともに、ガイダンスや授業等の多様な機会を捉えて事前・事後学習の自習を促している。さらに、

ゼミやクラス担任制を活用して履修指導を行い、自主・自律学習の奨励と基礎学力向上にも力を注いでい

る。 

これらのことから、自主学習への配慮、基礎学力不足の学生への配慮等が組織的に行われていると判断

する。 

 

５－２－④ 通信教育を行う課程を置いている場合には、印刷教材等による授業（添削等による指導を含む。）、放送授業、

面接授業（スクーリングを含む。）若しくはメディアを利用して行う授業の実施方法が整備され、適切な指導が

行われているか。 

該当なし 

 

５－３－① 教育の目的に応じた成績評価基準や卒業認定基準が組織として策定され、学生に周知されているか。 

成績評価の基準は、科目の特性、授業形態（講義、演習、実習等）に応じ、合格・不合格の判定のほか、

100点満点の採点評価では60点以上を合格とし、成績標語としては優、良、可、不可の４段階（学部によっ

ては秀を加えた５段階）評価を、当該科目の特性を考慮して行っている。これらの事項は、全学共通科目

履修の手引き、学生便覧、シラバスへの記載やオリエンテーション、授業を通して学生に周知している。 

卒業認定基準に関しては学部ごとに定められており、それらは学生便覧等に明記するとともにオリエン

テーションやガイダンスで学生に周知されている。 

これらのことから、成績評価基準や卒業認定基準が組織として策定され、学生に周知されていると判断

する。 

 

５－３－② 成績評価基準や卒業認定基準に従って、成績評価、単位認定、卒業認定が適切に実施されているか。 

成績評価、単位認定、卒業認定について最終的な決定は各学部教授会の判定に委ねられている。個々の

成績評価は各学部とも、基本的に、授業担当教員の裁量に委ねられており、適切性については、教務委員

会あるいは教授会等で審査の上、単位認定、進級判定が行われている。 

卒業認定に関しても各学部が策定した基準に沿って、最終的には各学部の教授会等の議を経て決定され

ている。 

これらのことから、成績評価、単位認定、卒業認定が適切に実施されていると判断する。 

 

５－３－③ 成績評価等の正確さを担保するための措置が講じられているか。 
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成績評価の妥当性を担保する手段の一つとして、全学共通科目について、学生の成績異議申立てを平成

18年度から制度化している。 

学部科目については、成績異議申立制度の導入には学部によって差があるが、実質的には学生の申立て

に対して各部局の教務掛を通して対応している。 

これらのことから、成績評価等の正確さを担保するための措置が講じられていると判断する。 

 

＜大学院課程＞ 

５－４－① 教育の目的や授与される学位に照らして、教育課程が体系的に編成されており、目的とする学問分野や職業

分野における期待にこたえるものになっているか。 

大学院の教育課程の編成方針は、京都大学通則第42条の２で定められているところに従い、「教育上の

目的を達成するために必要な科目を開設するとともに研究指導の計画を策定して、体系的に編成する」も

のとされている。各研究科等の教育課程の編成は、それぞれ編成内容が異なっているものの、多くの研究

科等では自専攻開設科目と他専攻開設科目の修得単位数についての条件を設ける、研究科共通科目を設け

る等、その教育目的と特質に応じて教育課程の体系化を図っている。 

これらのことから、教育課程が体系的に編成されており、目的とする学問分野や職業分野における期待

にこたえるものになっていると判断する。 

 

５－４－② 授業の内容が、全体として教育課程の編成の趣旨に沿ったものになっているか。 

大学の教育理念に従えば、大学院課程では研究と教育は有機的に一体のものでなければならない。した

がって、授業内容には、担当教員の研究成果や研究から得られた知見、知識が反映されている。専攻や分

野により授業形態は一律ではないが、いずれの研究科等・専攻においても、概説・専門基礎、専門・特論・

研究、演習・講読、実験・実習等の名称をもつ科目が設けられており、授業が、各研究科等の特質に沿っ

て体系的教育課程を形成している。 

これらのことから、授業の内容が、全体として教育課程の編成の趣旨に沿ったものになっていると判断

する。 

 

５－４－③ 授業の内容が、全体として教育の目的を達成するための基礎となる研究の成果を反映したものとなっている

か。 

すべての研究科等において、大学の基本理念に謳われているように、研究面における卓越した知の創造

と教育面における卓越した知の継承に配慮して、様々な形式で専門性の高い授業が開講されている。その

授業には、教員の研究成果や、研究によって得られた高度な知見を反映することが期待されている。 

これらのことから、授業の内容が、全体として研究の成果を反映したものとなっていると判断する。 

 

５－４－④ 単位の実質化への配慮がなされているか。 

大学院での教育は、少人数教育若しくは個別指導を基礎としながら、各研究科等において学生の主体的

な学習の促進を図っているとされる。すべての研究科等がシラバスあるいはそれに代わる授業資料の配付

を行い、また履修ガイダンス等を通して、学生の主体的な学習を喚起している。学生が十分に時間をかけ

て予習・復習を行って単位の実質化が図られるよう、京都大学通則により、修士課程修了要件の単位数は

30単位に定められている。 
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博士後期課程では、指導教員の助言の下で、十分に時間をかけて主体的に研究に取り組むよう指導して

いる。 

これらのことから、単位の実質化への配慮がなされていると判断する。 

 

５－４－⑤ 夜間において授業を実施している課程（夜間大学院や教育方法の特例)を有している場合には、その課程に在

籍する学生に配慮した適切な時間割の設定等がなされているか。 

該当なし 

 

５－５－① 教育の目的に照らして、講義、演習、実験、実習等の授業形態の組合せ・バランスが適切であり、それぞれ

の教育内容に応じた適切な学習指導法の工夫がなされているか。（例えば、少人数授業、対話・討論型授業、フィー

ルド型授業、多様なメディアを高度に利用した授業、情報機器の活用等が考えられる。） 

各研究科等では、研究科等ごとの教育目的に応じて多様な形態の授業を組み合わせて実施している。ま

たメディア・情報機器の活用、個別指導、インターンシップ、海外での実地教育導入等、学習指導法を工

夫している。 

文学研究科、アジア・アフリカ地域研究研究科、情報学研究科等では、分野によってはフィールド型授

業を実施しており、それは当該研究科の教育上の特徴と認められる。 

また、文部科学省「魅力ある大学院教育」イニシアティブ事業について、平成 17 年度に「理論・実践

融合型による教育学の研究者養成」、「学際的エネルギー科学研究者養成プログラム」、「社会との協創

による情報システムデザイン」、「化学教育トリニティ」、「横断的系統的医学研究キャリアパス形成」、

「生命・化学情報に基づく融合創薬研究者養成」の６件が採択され、平成18年度に「臨地教育研究による

実践的地域研究者の養成」、「シミュレーション科学を支える高度人材育成」、「生命科学キャリアディ

ベロップメント」の３件が採択された。 

このうち、平成17年度に採択された６件の事業については、平成19年10月に公表された「魅力ある大

学院教育」イニシアティブ委員会による事後評価において、「理論・実践融合型による教育学の研究者養

成」、「化学教育トリニティ」、「横断的系統的医学研究キャリアパス形成」の３事業は「目的は十分に

達成された」、「学際的エネルギー科学研究者養成プログラム」、「生命・化学情報に基づく融合創薬研

究者養成」の２事業は「目的はほぼ達成された」、「社会との協創による情報システムデザイン」は「目

的はある程度達成された」との評価を受けている。 

平成 18 年度に採択された「臨地教育研究による実践的地域研究者の養成」では、地域が直面する現代

的諸問題を研究課題として発見し、地域住民やＮＧＯ、国際機関などの諸アクターと協調して、課題への

実践的な回答を究明してゆく資質を備えた研究者の育成を目指した取組が実施され、「シミュレーション

科学を支える高度人材育成」では、シミュレーション科学を支え、発展させ、世界をリードする人材の育

成システムの構築に向けた取組が実施され、「生命科学キャリアディベロップメント」では、学生の主体

性と国際性の涵養を実現する大学院教育の確立に向けた取組が実施されている。 

平成 16 年度には、現代ＧＰに、「国際連携による地球・環境科学教育－アジア地域の大学との同時進

行型連携講義の構築と実践－」が採択され、国際感覚豊かで実践的英語能力を持つ学生の輩出を目指した

取組を実施している。 

平成 19 年度には、文部科学省がんプロフェッショナル養成プランに、「高度がん医療を先導する人材

養成拠点の形成」が採択された。 
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平成 19 年度には、文部科学省大学院教育改革支援プログラムに、「臨床の知を創出する質的に高度な

人材養成」、「インテック・フュージョン型大学院工学教育」、「共通・分野別教育統合による医学研究

者育成」の３件が採択された。 

これらのことから、授業形態の組合せ・バランスが適切であり、教育内容に応じた適切な学習指導法の

工夫がなされていると判断する。 

 

５－５－② 教育課程の編成の趣旨に沿って適切なシラバスが作成され、活用されているか。 

シラバスの様式は研究科等ごとに異なる。各研究科等又は専攻では、研究科等、あるいは専攻ごとに統

一された様式のシラバス又はそれに代わる資料が作成され、冊子体の配付やウェブサイトを通して学生へ

周知され、活用されている。 

これらのことから、教育課程の編成の趣旨に沿って適切なシラバスが作成され、活用されていると判断

する。 

 

５－５－③ 通信教育を行う課程を置いている場合には、印刷教材等による授業（添削等による指導を含む。）、放送授業、

面接授業（スクーリングを含む。）若しくはメディアを利用して行う授業の実施方法が整備され、適切な指導が

行われているか。 

該当なし 

 

５－６－① 教育課程の趣旨に沿った研究指導が行われているか。 

大学院教育においてすべての研究科等では、対話を根幹とした自学自習を促す研究指導が行われている。

各学生には指導教員が定められる一方で、多くの研究科等において、実質的に複数の教員による対話を重

視した総合的な研究指導が行われている。 

修士課程においても、高い研究水準の達成に向けて、在学中の学会発表等が推奨されている。博士後期

課程では、指導教員等との討論や対話を通して、専門性の高い研究指導が行われている。 

これらのことから、教育課程の趣旨に沿った研究指導が行われていると判断する。 

 

５－６－② 研究指導に対する適切な取組（例えば、複数教員による指導体制、研究テーマ決定に対する適切な指導、ＴＡ・

ＲＡ（リサーチ・アシスタント）としての活動を通じた能力の育成、教育的機能の訓練等が考えられる。）が行

われているか。 

当該大学では学生ごとに指導教員を定めるとともに、多くの研究科において複数教員による助言を受け

られるシステムが導入されている。学生は研究テーマの選定に際して、教員の指導助言を受けることがで

きるが、同時に、その自主性が尊重されている。 

各研究科等において、修士課程の学生にはＴＡとしての活動を、博士課程及び博士後期課程の学生に

は、ＴＡ又はＲＡとしての活動を、研究科等ごとの基準で選考の上で行わせ、教育や研究の補助の経験を

通じて自己の教育・研究能力向上の機会としている。 

これらのことから、研究指導に対する適切な取組が行われていると判断する。 

 

５－６－③ 学位論文に係る指導体制が整備され、機能しているか。 

すべての大学院生は、研究及び学位論文の作成に際し、指導教員による指導を受けている。さらに、多
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くの研究科では複数の教員による助言を受けられるような配慮もなされている。論文の審査・認定につい

ては、当該大学の通則と学位規定の下で各研究科等で運営細則等が定められている。なお、研究科によっ

ては、博士後期課程の論文審査に向けてより綿密な指導を行うため、学位審査前に予備審査を実施してい

る。 

これらのことから、学位論文に係る指導体制が整備され、機能していると判断する。 

 

５－７－① 教育の目的に応じた成績評価基準や修了認定基準が組織として策定され、学生に周知されているか。 

修了要件は京都大学通則第49条、第50条及び各研究科等で定めた規程等に明示され、便覧、ウェブサ

イトの記載のほかガイダンス等を通じて学生に周知されている。エネルギー科学研究科等複数の研究科等

では、授業科目ごとに成績評価基準を明記したシラバス等が作成され、また教育学研究科等では試験内規

を設けて学生に周知している。このように、各部局や学問体系、授業形態ごとに定められる基準の多様性

が尊重され、定期試験、レポート、授業への参加度など多段階の成績評価方法がとられている。 

これらのことから、成績評価基準や修了認定基準が組織として策定され、学生に周知されていると判断

する。 

 

５－７－② 成績評価基準や修了認定基準に従って、成績評価、単位認定、修了認定が適切に実施されているか。 

成績評価は、各研究科等の定める規定と基準に従って行われている。成績評価等の妥当性については、

各研究科等においてそれぞれ経常的に検証し、妥当性の担保に努力している。例えば、理学研究科では単

位認定を専攻会議で実施しており、経済学研究科では成績分布をとり成績評価基準の問題点を経常的に検

討している。また、人間・環境学研究科では単位修得率の分析を行っている。 

多くの研究科等で研究科会議（法学研究科、工学研究科及びエネルギー科学研究科は教授会）において、

各課程の修了認定を行っている。具体的には学生の所属する専攻等において、予め定められた要件を満た

す修了予定者を決定し、最終的に研究科会議等において認定を行っている。 

これらのことから、成績評価、単位認定、修了認定が適切に実施されていると判断する。 

 

５－７－③ 学位論文に係る適切な審査体制が整備され、機能しているか。 

研究科等ごとに学位の授与要件や学位論文の審査体制等の規程が設けられ、学生及び教員に周知されて

いる。多くの研究科等では論文審査は、３人以上の論文調査員（主査及び副査）による論文調査と、公聴

会が実施されている。また、論文審査の透明性を高めるため、論文調査員には、学生の所属専攻以外から

の論文調査員を含めている。 

これらのことから、学位論文に係る適切な審査体制が整備され、機能していると判断する。 

 

５－７－④ 成績評価等の正確さを担保するための措置が講じられているか。 

授業科目の成績評価の正確性の担保として、複数の研究科等では、成績評価に対する学生の異議申立て

を制度化している。また教育学研究科のように、修士論文の評価について、教員が相互チェックの下で点

数調整を行い、最終的には研究科会議で承認するという手続きをとっているところもある。 

これらのことから、成績評価等の正確さを担保するための措置が講じられていると判断する。 
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＜専門職大学院課程＞ 

５－８－① 教育の目的や授与される学位に照らして、教育課程が体系的に編成されているか。 

専門職学位課程では、基本理念の精神に則り、幅広い教養を身に付けさせることを重視し、いずれも習

得すべき知識を基礎的な知識から応用的な知識へと体系的かつ段階的に履修させる教育課程をとっている。 

これらのことから、教育課程が体系的に編成されていると判断する。 

 

５－８－② 授業の内容が、全体として教育課程の編成の趣旨に沿ったものになっているか。 

各専門職分野の知識の多様性に鑑み、いずれの専門職学位課程においても授与すべき学位に必要な共通

の基礎的知識の習得を目的とする科目を開講している。法学研究科法曹養成専攻では、１年次生を対象と

して開講される基礎科目は、法律基本科目について、基礎概念や基本的な理論構造の理解を図り、法的思

考の基本的枠組みを習得させるもので、法学既修者を除き10科目28単位がすべて必修科目である。医学

研究科社会健康医学系専攻では、「医療統計学」、「疫学」、「医療マネジメント」、「環境科学」、「行動学」の

５科目を必修のコア科目として課している。公共政策教育部では、１年次前期に履修することを奨励して

いる「基本科目群」のなかで、法学・政治学系の学部出身者には経済学系の基礎知識を、経済学系の学部

出身者には法学・政治学系の基礎知識を教授する科目を展開している。経営管理教育部では、経営管理に

おける基本的な理解と分析能力の獲得を目的とする基礎科目として、ミクロ経済、マクロ経済、組織行動、

経営戦略、マーケティング、会計学、ファイナンス、統計分析、情報システム・オペレーションズ、プロ

ジェクトマネジメント、マネジメントコミュニケーションを開講しており、６科目12単位以上履修するこ

とを求めている。 

また、すべての専門職学位課程において、必要な知識や事例研究の授業が体系的かつ段階的な履修が可

能になるように最大限に留意した上で、最終的に実務と直結する応用的な科目を設けている。 

法学研究科法曹養成専攻では、双方向・多方向式授業や文書作成実習が行われている。医学研究科社会

健康医学系専攻では、知的財産経営学コース、臨床研究者養成コース、遺伝カウンセラー・コーディネー

タユニットからなる専門コースも設置し、それらは独自の専門科目を開講している。公共政策教育部、経

営管理教育部では、多様なバックグラウンドの学生、社会人、外国人の受入を前提とした教育課程の編成

や、授業を行っている。 

これらのことから、授業の内容が、全体として教育課程の編成の趣旨に沿ったものになっていると判断

する。 

 

５－８－③ 授業の内容が、全体として教育の目的を達成するための基礎となる研究の成果を反映したものとなっている

か。 

いずれの専門職学位課程も、研究者教員と実務家教員が教育を担当し、研究成果と実務経験に基づいた

高い水準の授業が行われている。特に医学研究科社会健康医学系専攻では、教員の研究活動を反映した授

業の内容が、シラバス等により確認できる。 

これらのことから、授業の内容が、全体として研究の成果を反映したものとなっていると判断する。 

 

５－８－④ 単位の実質化への配慮がなされているか。 

各専門職学位課程においては、各研究科等及び専攻の特性に配慮した上で、学期ごとの履修単位の上限

が設けられ、さらに丁寧な履修指導を行っている。また、多くの科目で履修人数に上限を設ける等、積極
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的に少人数教育を行っている。 

法学研究科法曹養成専攻では、履修登録ができる科目は各学期につき20単位、各学年につき36単位（最

終年次の３年次は、各学期につき24単位、学年につき44単位）を上限として、学生の自学自習時間の確

保に努めている。医学研究科社会健康医学系専攻では、履修登録ができる単位数は１学年につき26単位と

定めている。公共政策教育部では、履修指導制度が設けられており、すべての大学院生は、必ずいずれか

の専任教員の履修指導下に入り、履修状況のチェック、履修上の問題点等についての相談と助言が制度と

して行われ、履修登録ができる科目は、各学期につき18単位までとなっている。経営管理教育部では、各

学期につき20単位までの履修制限を設けるほか、スーパーバイザーによる個別履修指導を行っている。 

これらのことから、単位の実質化への配慮がなされていると判断する。 

 

５－８－⑤ 夜間において授業を実施している課程（夜間大学院や教育方法の特例）を有している場合には、その課程に

在籍する学生に配慮した適切な時間割の設定等がなされているか。 

該当なし 

 

５－９－① 教育課程や教育内容の水準が、当該職業分野の期待にこたえるものになっているか。 

法学研究科法曹養成専攻では、法律基本科目の基礎レベルの理論知を獲得させた後、法的実践を踏まえ

た専門的及び実務的内容の学習と、責任感・倫理観の醸成を図っている。また選択科目を通して法学隣接

分野及び応用的・先端的問題に関する理解を深めるような授業展開を行っている。 

医学研究科社会健康医学系の大学院生は将来、保健・医療・福祉分野における専門職あるいは教育研究

職につくことを前提として、それぞれの分野での授業を提供している。 

公共政策教育部では、基礎的な理論的知識とその応用を学習した上で、実践研究・事例研究により、専

門的な知識、思考力、分析力、表現力及び実務能力を養成している。また、実務教育助言委員会や外部評

価委員会を設けて、最新の社会的要請を教育に反映させる体制をとっている。 

経営管理教育部では、現代社会の要請に応えるために「事業創再生マネジメント」、「プロジェクト・オ

ペレーションマネジメント」、「ファイナンシャルリスクマネジメント」の３つのプログラムを設けている。

そこでは、基礎から始め展開科目へ至る体系的なカリキュラム構成とワークショップ等で、専門的かつ実

務的な能力を修得させ、理論と実務を融合した実践能力の向上を図っている。 

なお、法学研究科法曹養成専攻は、教育課程や教育内容の水準について既に認証評価（予備評価）によ

る評価を受けている。医学研究科社会健康医学系専攻も過去にジョンズ・ホプキンス大学による教育評価

を、また公共政策教育部も公共的な領域を代表する識者の外部評価を受け、いずれも高い評価を受けてい

る。 

これらのことから、教育課程や教育内容の水準が、当該職業分野の期待にこたえるものになっていると

判断する。 

 

５－10－① 教育の目的に照らして、講義、演習、実験、実習等の授業形態の組合せ・バランスが適切であり、それぞれ

の教育内容に応じた適切な学習指導法の工夫がなされているか。（例えば、少人数授業、対話・討論型授業、フィー

ルド型授業、多様なメディアを高度に利用した授業、情報機器の活用等が考えられる。） 

法学研究科法曹養成専攻では、クラス制をとる基礎的科目のほか教員と学生、あるいは学生相互の双方

向形式・多方向形式の授業等、科目の特性を考慮した授業形態を工夫している。 
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医学研究科社会健康医学系専攻では、講義形式、問題解決型学習、小グループ学習など、それぞれの分

野科目の特性に合わせた授業形態を工夫している。 

公共政策教育部では、必修の基本科目、展開科目、クラスター科目とに科目を分類し、特に実践科目で

は高度専門職業人として必須のスキルを獲得させている。 

経営管理教育部では、（１）経営課題解決のための専門的知識と先端的な実務的な知識の融合（２）少人

数・個別的な履修指導体制（３）経営現場に対応したカリキュラムの編成（４）実務家との共同担当科目

の設定（５）先端的なマネジメント手法研究との連携の５点に配慮して、科目の特性を考慮した授業形態

を組み合わせている。 

このように、いずれの専攻においても工夫と努力を行っている。 

また、平成16年度には文部科学省法科大学院等専門職大学院形成支援プログラムに、「実務基礎教育の

在り方に関する調査研究」、「実践的理論教育高度化プロジェクト」、「臨床研究者養成プログラム」の３件

が採択された。 

これらのプログラムでは、「実務基礎教育の在り方に関する調査研究」では共同申請を行った各法科大学

院における実務基礎教育に関し、法律基本科目との関係、事実認定教育の方法、臨床系教育をめぐる問題、

司法修習との関係等の諸問題について調査、研究が実施され、「実践的理論教育高度化プロジェクト」では、

当該大学法科大学院が教育目標とする、社会の様々な分野において指導的立場に立つことのできる総合力

豊かな法曹を実現するために、高度な実践的理論能力の涵養を目的とした取組が実施され、「臨床研究者養

成プログラム」では、医師、歯科医師免許所有者を対象に社会人の臨床家に焦点を絞り、臨床現場で生じ

た様々な疑問に応えるための科学的な臨床研究の計画立案、実施、解析、結果の解釈などに関してカリキュ

ラムを提供する取組が実施された。 

平成19年度には文部科学省専門職大学院等教育推進プログラムに、「実務科目等の内容の明確・標準化

の調査研究」、「高度理論教育を目的とした教育改善の取組」の２件が採択された。 

これらのことから、授業形態の組合せ・バランスが適切であり、教育内容に応じた適切な学習指導法の

工夫がなされていると判断する。 

 

５－10－② 教育課程の編成の趣旨に沿って適切なシラバスが作成され、活用されているか。 

すべての専門職学位課程において、科目の概要、授業形式、授業内容、成績評価方法、リサーチ・ペー

パーの有無、参考文献、その他の各項目を含むシラバスが、各年度の初めに学生に配付されている。いず

れの専攻も、情報の公開性という観点からシラバスをウェブサイトに掲載しており、学生は履修科目の選

択と自学自習の参考に利用している。 

これらのことから、教育課程の編成の趣旨に沿って適切なシラバスが作成され、活用されていると判断

する。 

 

５－10－③ 通信教育を行う課程を置いている場合には、印刷教材等による授業（添削等による指導を含む。）、放送授業、

面接授業（スクーリングを含む。）若しくはメディアを利用して行う授業の実施方法が整備され、適切な指導が

行われているか。 

該当なし 

 

５－11－① 教育の目的に応じた成績評価基準や修了認定基準が組織として策定され、学生に周知されているか。 
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すべての専門職学位課程において、科目の概要、授業形式、授業内容、成績評価方法、リサーチ・ペー

パーの有無、参考文献、その他の各項目を含むシラバスが、各年度の初めに学生に配付されている。 

法学研究科法曹養成専攻では、単位の認定について履修規程に定めており、一部科目を除いて100点満

点で評価を行い、60点以上を合格とし、さらに当該科目の学習内容を越えた達成度を示すＡ＋からその最

低限の水準も満たしていないＦまでのランクを併記している。 

医学研究科社会健康医学系専攻と公共政策教育部でも、成績評価基準や修了認定基準はシラバス等に記

載されている。具体的な成績評価は、一定の基準に基づいて、点数により評価した上で到達度のランク表

記を併記している。ただし、公共政策教育部では一般的な成績評価基準は周知されているが、シラバスに

個々の教員の担当科目の成績評価方法は記載されていない。 

経営管理教育部では、内規により成績評価基準や修了認定基準が定められている。また、各科目の成績

評価基準もシラバスに明記されて周知が図られており、Ａ～Ｄの４段階で評価され、基礎科目では、Ｄ（不

可）はおおむね受験者の30％程度とすることが決められ、一定の成績水準の維持に努めている。 

これらのことから、成績評価基準や修了認定基準が組織として策定され、学生に周知されていると判断

する。 

 

５－11－② 成績評価基準や修了認定基準に従って、成績評価、単位認定、修了認定が適切に実施されているか。 

法学研究科法曹養成専攻では、履修規定に定めた成績基準に従い点数評価を行っている。その際、筆記

試験においては、受験者の匿名性を完全確保したうえで採点を行うこととされている。 

医学研究科社会健康医学系専攻では、コースごとの主担当教員が成績を評価し、単位認定している。修

了認定は、審査委員会による審査及び研究科会議における審議により実施されている。 

公共政策教育部及び経営管理教育部でも、成績評価と単位認定については基準を設けており、それに従っ

た成績評価が行われている。 

これらのことから、成績評価、単位認定、修了認定が適切に実施されていると判断する。 

 

５－11－③ 成績評価等の正確さを担保するための措置が講じられているか。 

法学研究科法曹養成専攻では、同一科目について複数クラスがある場合には担当者間で調整を行うこと

により評価の正確性を図っている。それ以外の専攻にあっても、成績評価は担当教員の専権事項であると

いう従来の考えは払拭され、学生からの問い合わせには、必要に応じて各科目担当者から説明を行うこと

としている。 

これらのことから、成績評価等の正確さを担保するための措置が講じられていると判断する。 

 

以上の内容を総合し、「基準５を満たしている。」と判断する。 

 

【優れた点】 

○ 大学における教育理念である自学自習を促す努力がなされており、語学教育におけるＣＡＬＬシス

テムによる学生の能動的な取組が教育効果をあげている。 

○ 新入生向け少人数セミナーとして各学部・研究科・研究所等の教員がフェイス・トゥ・フェイスの

親密な人間関係の中で、フィールド実習など多様な形態の授業を行う「ポケット・ゼミ」を１年次の

学生を対象に開講している。 

○ 平成15年度に「外国語教育の再構造化―自律学習型ＣＡＬＬと国際的人材育成」、平成16年度に「相
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互研修型ＦＤの組織化による教育改善」が文部科学省特色ＧＰに採択され、対面型授業のクラスサイ

ズの適正化や自主的な相互研修型ＦＤ活動を全学レベルで組織化する取組が実施されている。  

○ 平成17年度に「新しい蘇生教育の広域展開」が文部科学省現代ＧＰに採択され、蘇生医学の知識

と技術を学生にも普及させる取組が実施されている。  

○ 平成18年度に「国際交流ホスピタリティプロジェクト－北米伝統大学との医学教育交換プロジェ

クト－」が文部科学省大学教育の国際化推進プログラム海外先進教育実践支援に採択され、英語教育

やコミュニケーションを充実させて、真の意味のホスピタリティの文化を形成することを目指した取

組が実施されている。 

○ 平成18年度に「先端医療の育・創薬を先導する薬剤師養成」が文部科学省地域医療等社会的ニー

ズに対応した質の高い医療人養成推進プログラムに採択され、高度・先端医療に対する先導的役割を

担う実践及び学術能力を有する薬剤師の養成を目指した取組が実施されている。 

○ 平成16年度に「国際連携による地球・環境科学教育－アジア地域の大学との同時進行型連携講義

の構築と実践－」が文部科学省現代ＧＰに採択され、国際感覚豊かで実践的英語能力を持つ学生の輩

出を目指した取組が実施されている。  

○ 平成17年度に「理論・実践融合型による教育学の研究者養成」、「学際的エネルギー科学研究者養

成プログラム」、「社会との協創による情報システムデザイン」、「化学教育トリニティ」、「横断的系統

的医学研究キャリアパス形成」、「生命・化学情報に基づく融合創薬研究者養成」の６件、平成18年

度に「臨地教育研究による実践的地域研究者の養成」、「シミュレーション科学を支える高度人材育成」、

「生命科学キャリアディベロップメント」の３件が文部科学省「魅力ある大学院教育」イニシアティ

ブ事業に採択された。 

このうち、平成 17 年度に採択された６件の事業については、平成19 年 10 月に公表された「魅力

ある大学院教育」イニシアティブ委員会による事後評価において、３事業は「目的は十分に達成され

た」、２事業は「目的はほぼ達成された」、１事業は「目的はある程度達成された」との評価を受け、

平成 18 年度に採択された３件の事業では、地域が直面する現代的諸問題を研究課題として発見し、

地域住民やＮＧＯ、国際機関などの諸アクターと協調して、課題への実践的な回答を究明してゆく資

質を備えた研究者の育成を目指した取組、シミュレーション科学を支え、発展させ、世界をリードす

る人材の育成システムの構築に向けた取組及び学生の主体性と国際性の涵養を実現する大学院教育

の確立に向けた取組が実施されている。 

○ 平成16年度に「実務基礎教育の在り方に関する調査研究」、「実践的理論教育高度化プロジェクト」、

「臨床研究者養成プログラム」の３件が文部科学省法科大学院等専門職大学院形成支援プログラムに

採択されている。これらのプロジェクトを通じて、法律実務基礎科目の教育内容の明確化と充実、法

曹に求められる実践的理論能力の涵養及び実践的理論能力の涵養及び臨床現場で生じた疑問に応え

るための科学的な臨床研究の計画立案、実施、解析、結果の解釈などに関したカリキュラムの提供を

目指した取組が実施されている。 

○ 平成19年度に「臨床の知を創出する質的に高度な人材養成」、「インテック・フュージョン型大学

院工学教育」、「共通・分野別教育統合による医学研究者育成」の３件が文部科学省大学院教育改革支

援プログラムに採択されている。 

○ 平成19年度に「高度がん医療を先導する人材養成拠点の形成」が文部科学省がんプロフェッショ

ナル養成プランに採択されている。 

○ 平成19年度に「実務科目等の内容の明確・標準化の調査研究」、「高度理論教育を目的とした教育
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改善の取組」の２件が文部科学省専門職大学院等教育推進プログラムに採択されている。 
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【評価結果】 

基準６を満たしている。 

 

（評価結果の根拠・理由） 

６－１－① 大学として、その目的に沿った形で、教養教育、専門教育等において、課程に応じて、学生が身に付ける学

力、資質・能力や養成しようとする人材像等についての方針が明らかにされており、その達成状況を検証・評

価するための適切な取組が行われているか。 

大学の基本理念には、「教養が豊かで人間性が高く責任を重んじ、地球社会の調和ある共存に寄与する、

優れた研究者と高度の専門能力をもつ人材」の育成が謳われている。各学部、研究科等では、それぞれの

学問分野等の特性によって、学生が身に付けるべき学力や養成しようとする人材像等を明示し、各種のガ

イダンスや説明会等の機会を捉え、またウェブサイトなど種々の媒体を使って、周知を図っている。 

各部局の教育における達成状況を検証・評価するための実施体制は部局ごとに異なっているが、基本的

には教務委員会等が授業アンケートや学生アンケート等を通して調査・分析を経常的かつ組織的に行い、

その結果はカリキュラム編成等へフィードバックする体制になっているとされる。 

教養教育に関しては、高等教育研究開発推進機構に置かれた全学共通教育システム委員会が組織的に対

応している。学生が教養教育を通して身に付けるべき具体的な学力等は、各種のガイダンスの機会を捉え

て様々に明示され、達成状況の検証・評価は全学共通教育システム委員会の下に置かれる専門委員会等で

検討されることになっている。 

これらのことから、学生が身に付ける学力、資質・能力や養成しようとする人材像等についての方針が

明らかにされており、その達成状況を検証・評価するための適切な取組が行われていると判断する。 

 

６－１－② 各学年や卒業（修了）時等において学生が身に付ける学力や資質・能力について、単位修得、進級、卒業（修

了）の状況、資格取得の状況等から、あるいは卒業（学位）論文等の内容・水準から判断して、教育の成果や

効果が上がっているか。 

学部における卒業率は、理系の学部を中心に80％以上の学生が所定期間に必要単位を修得し、卒業して

いる。しかし、一部学部においては30％近くの留年率となっている。 

修士課程の所定期間での修了率はほぼすべての研究科等で80％を超えている。 

博士後期課程においては、学位論文の質を確保するため、多くの研究科で、国際学術雑誌に筆頭著者論

文の掲載を学位申請条件として求めるなど、高い基準による学位審査を行っている。そのため、３年以内

での博士号取得率が50％前後にとどまっている。ただし、多くの研究科では５年以内の学位取得率は80％

を超える。 

これらのことから、教育の成果や効果が上がっていると判断する。 

 

６－１－③ 授業評価等、学生からの意見聴取の結果から判断して、教育の成果や効果が上がっているか。 

学生による授業評価は、各教育組織の特性に配慮し、各部局が独自の方法を採っている。全学共通科目

基準６ 教育の成果 

６－１ 教育の目的において意図している、学生が身に付ける学力、資質・能力や養成しようとする

人材像等に照らして、教育の成果や効果が上がっていること。 



京都大学 

 

2-(21)-37 

に対する学生のアンケートによる授業評価の結果は集計・分析の後公表され、個々の授業担当教員の授業

改善及び全学共通教育システム委員会における教育改善のための基礎資料となっている。なお、アンケー

トにおいて受講生の70％以上が肯定的に評価している。他方、内容が多くて消化できていない一部専門科

目の存在も指摘されている。各学部とも批判的評価については内容を検討の上、授業改善に活かす工夫を

行い、教育の効果や成果を上げるよう努めているとしている。 

学部専門科目に対するアンケート調査等は６学部で実施されており、３学部で導入を検討中である。こ

れまでの調査結果では、体系性、知的魅力、有益度、理解度への配慮、自発的学習の促進、教員の熱意等

が学生により評価されている。  

大学院においては、学生による授業アンケートを実施している研究科等は 17 研究科等中の約半数にと

どまる。 

なお、各学部、研究科等では、授業に対する学生アンケート調査における批判的評価を、授業改善に活

用している。ただし、専門性の高い学部科目や大学院科目では少人数教育が行われている場合が多く、一

律にアンケートを行って評価することが適当ではない場合も多いことが指摘されている。 

これらのことから、教育の成果や効果が上がっていると判断する。 

 

６－１－④ 教育の目的で意図している養成しようとする人材像等について、就職や進学といった卒業（修了）後の進路

の状況等の実績や成果について定量的な面も含めて判断して、教育の成果や効果が上がっているか。 

理・薬・工・農学部では、大学院進学者が 80％を超えており、結果的に、学部、大学院６年一貫

制に準じた教育が行われている。医学部では、90％を超える学生が研修医となっている。 

修士課程修了後の進路状況をみると工学・農学・エネルギー科学・情報学研究科では大半が就職

するのに対し、理学・薬学・生命科学研究科では半数近くが博士後期課程へ進学しており、研究職

志向が強い。 

文系学部をみると、文・教育学部では30％程度が修士課程に進学し、さらにその約60％が博士後

期課程に進学している。法学部は、法科大学院設置（平成16年４月）後、大学院進学者が増加して

いる。経済学部では、70％以上の学生が学部卒業後就職する。 

総合人間学部、人間･環境学研究科は、ほぼ理系と文系の中間の特徴を示している。 

博士後期課程修了者は、70％以上が就職している研究科等が８つある。 

これらのことから、教育の成果や効果が上がっていると判断する。 

 

６－１－⑤ 卒業（修了）生や、就職先等の関係者からの意見聴取の結果から判断して、教育の成果や効果が上がってい

るか。 

当該大学では、国立大学法人化以前の平成 13 年度、卒業（修了）生や就職先等の関係者を対象として

大規模なアンケート調査を行い、その結果は『京都大学自己点検・評価報告書Ⅲ』の第２章に卒業生から

見た京都大学の教育としてまとめられている。アンケートにおいて、大学の教育が卒業後の社会での活動

に役立ったか否かについて意見聴取されているが、専門教育や研究活動は役立ったという意見が70％以上

であった。 

これらのことから、教育の成果や効果が上がっていると判断する。 

 

以上の内容を総合し、「基準６を満たしている。」と判断する。 
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【優れた点】 

○ 各学部、研究科の自律性を尊重しつつ、全体として優れた教育成果をあげている。 

 

【改善を要する点】 

○ 一部の学部で留年率が高い。 
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【評価結果】 

基準７を満たしている。 

 

（評価結果の根拠・理由） 

７－１－① 授業科目や専門、専攻の選択の際のガイダンスが適切に実施されているか。 

学部新入生に対しては、それぞれの学部・学科等による、主として卒業要件等についてのガイダンスが

実施されている。なお、それと並行して、教養教育・専門基礎科目・語学等の全学共通科目全般の履修に

ついて高等教育研究開発推進機構により全学共通教育に係る新入生ガイダンスが行われている。 

２年次以降の学部生については、前年度末から４月初旬に、当該学年配当の専門科目及び分属等につい

てのガイダンスが行われる。 

研究科等においては、新入生を対象としたガイダンスが主に専攻単位で実施され、修了要件等を中心に

説明が行われている。専門性の高い科目等の選択についての説明は指導教員により行われることが多い。

法学研究科では、このガイダンスを利用して論文執筆についての説明を行っている。 

これらのことから、ガイダンスが適切に実施されていると判断する。 

 

７－１－② 学習相談、助言（例えば、オフィスアワーの設定、電子メールの活用、担任制等が考えられる。）が適切に行

われているか。 

学生への学習等に関する助言制度は、各部局の事情に沿って多様な方式で実施されている。学部新入生

は、学部・学科等を単位として50人程度のクラスに分けられており、ほとんどの学部において各クラスに

クラス担任が置かれ、学生が教員の助言を受けやすい制度が導入されている。研究科等ではチューター制

を導入している部局もある。 

高等教育研究開発推進機構の全学共通教育教務情報システム（ＫＵＬＡＳＩＳ）で、約200人の全学共

通科目担当教員のオフィスアワーが登録されている。また、教育学部・同研究科や経済学部・同研究科等

が部局として取り組んでおり、教員のオフィシャルメールアドレスは学生に周知され、学生が教員にコン

タクトを取りやすい環境が作られている。国際交流センターは、主として留学生を対象に、オフィスアワー

を設定して学習相談等に応じている。 

これらのことから、学習相談、助言が適切に行われていると判断する。 

 

７－１－③ 学習支援に関する学生のニーズが適切に把握されているか。 

担任制、チューター制やアドバイザー制を導入している学部では、それらの制度等を通して、研究科等

では学生と教員の対話を通して、また部局によっては学生組織である学生自治会等と教員との意見交換や

交渉を通して学生のニーズ把握に経常的かつ組織的に努めている。 

基準７ 学生支援等 

７－１ 学習を進める上での履修指導が適切に行われていること。また、学生相談・助言体制等の学

習支援が適切に行われていること。 

７－２ 学生の自主的学習を支援する環境が整備され、機能していること。また、学生の活動に対す

る支援が適切に行われていること。 

７－３ 学生の生活や就職、経済面での援助等に関する相談・助言、支援が適切に行われていること。
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ほとんどの学部・研究科等並びに学生部では、種々のアンケートを実施し、さらに法学研究科では、い

わゆる目安箱を設置し学生のニーズの把握に努めている。 

このように、各学部・研究科等はそれぞれの組織の実情に即し、学習に対する支援を含む様々な学生の

ニーズを汲み上げる取組を組織的に行っている。 

これらのことから、学習支援に関する学生のニーズが適切に把握されていると判断する。 

 

７－１－④ 通信教育を行う課程を置いている場合には、そのための学習支援、教育相談が適切に行われているか。 

該当なし 

 

７－１－⑤ 特別な支援を行うことが必要と考えられる者（例えば、留学生、社会人学生、障害のある学生等が考えられ

る。）への学習支援を適切に行うことのできる状況にあるか。また、必要に応じて学習支援が行われているか。

留学生への支援としては、各学部・研究科等で、チューター制の導入、国際交流室の開設、留学生担当

教員の配置等、その支援に組織的に取り組んでいる。留学生への日本語学習支援としては、国際交流セン

ターによる初級日本語フォローアップクラスの設置、日本語教科書（書籍・電子メディア）等の貸与等が

ある。 

障害のある学生への支援のための全学体制としては身体障害学生相談室が設置されている。また、障害

のある学生の在学する部局においては、ノートテイカー制度の導入や職員による教室間移動の補助、授業

担当教員や教務委員の連携等の支援を行っている。 

大学院の社会人学生については、平素の勤務様態と研究内容を総合的に考慮し研究指導を週末に行うな

どの対応が、指導教員の判断によって行われている。 

これらのことから、特別な支援を行うことが必要と考えられる者への学習支援を適切に行うことのでき

る状況にあり、また、必要に応じて学習支援が行われていると判断する。 

 

７－２－① 自主的学習環境（例えば、自習室、グループ討論室、情報機器室等が考えられる。）が十分に整備され、効果

的に利用されているか。 

附属図書館の自習スペースを含む閲覧室の利用時間は夜間や土曜日にも拡大している。高等教育研究開

発推進機構ではＣＡＬＬシステムを導入し、約 8,800 人を越える履修者が英語の再履修等の自習に利用

し、ＴＡの支援も受けながら、このシステムが有効に利用されている。 

いずれの部局でも授業等に支障がない範囲で、演習室や教室を学生が自主ゼミやミーティングで利用で

きるように便宜を図っており、自主学習のための環境整備に配慮している。 

これらのことから、自主的学習環境が十分に整備され、効果的に利用されていると判断する。 

 

７－２－② 学生のサークル活動や自治活動等の課外活動が円滑に行われるよう支援が適切に行われているか。 

サークル活動の支援にはもっぱら学生部が対応している。学生部公認団体は148団体を数え、このほか

にも様々な自主的な学生サークルが活動している。当該大学では、課外活動施設の維持・管理や活動のた

めの各種経費（施設等の管理費や指導謝金など）として、平成17年度は5,594万円、18年度は8,027万

円を支出した。そのほか、施設、設備の老朽化への対応については学生部の改修計画に沿って順次実施し

ているが、平成18年度には、琵琶湖のボート部艇庫及び合宿所の新築等を行った。 

なお、医学部医学科には学部が独自に公認する 25 の団体があり、医学部同窓会の援助に基づく支援を
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行っている。法学部では法律相談部等の法律系サークルに対して、施設の利用面のみ便宜を図っている。 

学生自治会が存在する部局では、自治会と部局との協議により、活動のための部屋の貸与等の便宜が図

られている。高等教育研究開発推進機構は「学生の課外活動のための施設利用に関する申し合わせ」を定

め、一定の条件を満たす団体には授業に支障のない限り、365日24時間、教室等の施設利用の便宜を図っ

ている。 

このほかにも、毎年11月に開催される大学祭の「11月祭」の支援を行っており、平成18年度は約200

万円を支援経費として支出した。 

これらのことから、課外活動が円滑に行われるよう支援が適切に行われていると判断する。 

 

７－３－① 学生の健康相談、生活相談、進路相談、各種ハラスメントの相談等のために、必要な相談・助言体制（例え

ば、保健センター、学生相談室、就職支援室の設置等が考えられる。）が整備され、機能しているか。 

学生の健康管理は保健管理センターが対応しているが、年間の診療件数は10,000件前後にのぼる。 

学生生活一般についての相談には学生センターが対応し、ハラスメントや心理的な内容も含めた個人的

な相談についてはカウンセリングセンターが対応する体制が整っており、年間4,000～5,000件にのぼる相

談がある。 

キャリアサポートセンターは平成13年に設置され、学生の進路・就職、キャリア形成に関する様々な支

援を行っている。 

これらのことから、必要な相談・助言体制が整備され、機能していると判断する。 

 

７－３－② 生活支援等に関する学生のニーズが適切に把握されているか。 

学生部では学生支援のための基礎データを作成するため、経常的に学生生活実態調査（昭和28年より実

施）を行い、学生生活の実態の把握に努めている。 

また、各学部・研究科等では、学生の種々のニーズの適切な把握に努めているものと思われる。 

これらのことから、生活支援等に関する学生のニーズが適切に把握されていると判断する。 

 

７－３－③ 特別な支援を行うことが必要と考えられる者（例えば、留学生、障害のある学生等が考えられる。）への生活

支援等を適切に行うことのできる状況にあるか。また、必要に応じて生活支援等行われているか。 

特別な支援が必要な学生には、国際交流センター及び身体障害学生相談室が各学部・研究科等と連携を

取りながら対応している。 

留学生には一般的な生活支援のほかに奨学金等申請に係る助言と指導も行っている。また、本学の基本

理念に底流する自主性の精神から、留学生同士のサポートネットワークが形成されつつある。 

また、一部の部局では、留学生担当教員が中心となり在学期間の長い留学生と協力し、チューター制度

以外に新入留学生をボランティアでサポートする試みを行っている。 

身体に障害のある学生には、食事、トイレの介助、ベッドメイク、構内移動等の日常生活の支援も行っ

ている例もある。また、ノートテイカー講習会を毎年２回程度実施し、聴覚障害のある学生への学生補助

者を養成している。 

これらのことから、特別な支援を行うことが必要と考えられる者への生活支援等を適切に行うことので

きる状況にあり、また、必要に応じて生活支援等が行われていると判断する。 
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７－３－④ 学生の経済面の援助（例えば、奨学金（給付、貸与）、授業料免除等が考えられる。）が適切に行われている

か。 

日本学生支援機構奨学金については一種、二種を含めて、学部生では申請者の86％（総学生数の25％）、

修士課程申請者では93％（総学生数の47％）、博士後期課程申請者では98％（総学生数の40％）に貸与さ

れている。 

授業料免除は、全額・半額免除を合わせて、学部生では申請者の 78％（総学生数の５％）、修士課程で

は78％（総学生数の22％）、博士後期課程では83％（総学生数の41％）に実施されている。授業料免除に

は、「授業料免除京都大学特別枠」（総長裁量経費の特別枠）も入っており、平成17、18年度において、学

部生、大学院生あわせて各年度110人が特別枠の対象となっている。これらの数字には、私費留学生分も

含まれている。ただし、応募者数に比して免除を受けられる学生の数が限られており、十分とは言えない

と判断している学部もある。 

なお、学生寮については、建物の老朽化対策と管理運営の在り方等の点で、改善が必要と考えられてい

る。 

これらのことから、学生の経済面の援助が適切に行われていると判断する。 

 

以上の内容を総合し、「基準７を満たしている。」と判断する。 

 

【優れた点】 

○ 留学生に対する支援として、チューター制の導入、留学生担当教員の配置、奨学金等申請に係る指

導と助言等、きめの細かい支援が行われている。 

 

【改善を要する点】 

○ 学生寮の老朽化対策及び管理運営体制の改善が望まれる。 
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【評価結果】 

基準８を満たしている。 

 

（評価結果の根拠・理由） 

８－１－① 大学において編成された教育研究組織の運営及び教育課程の実現にふさわしい施設・設備（例えば、校地、

運動場、体育館、講義室、研究室、実験・実習室、演習室、情報処理学習のための施設、語学学習のための施

設、図書館その他附属施設等が考えられる。）が整備され、有効に活用されているか。また、施設・設備のバリ

アフリー化への配慮がなされているか。 

当該大学の校地面積は、吉田キャンパスが741,490㎡、桂キャンパスが376,232㎡となっている。また、

両キャンパスの校舎等の面積は、計871,525㎡となっている。 

講義、演習、実習・実験等、すべての教育課程に対して、そのための教室や施設が割り当てられ、その

利用率の平成18 年度平均は、全学共通教育用施設では全体で 54％となり、例えば理学部・理学研究科で

の共同講義室では約75％になっている。また図書館、運動場、体育館等も整備されている。 

施設・設備の耐震化については、平成18年５月に公表された「京都大学耐震化推進方針」に「耐震化を

速やかに実施し、倒壊又は大破の危険性が極めて高いと考えられる施設から、生命の安全確保を第一とし

た安全・安心な環境を整備・拡充し、京都大学における事業継続（教育・研究・医療等）に必要な機能を

確保し、施設全体の再生及び財産の保護を目指す。」と定め、学内の建物に対する耐震化を進めている。ま

た、学内施設の耐震性能についてウェブサイトに掲載している。 

施設・設備のバリアフリー化については、障害のある学生が入学予定の場合の関係利用施設について優

先的整備を進めている。最近、保健管理センター、学術情報メディアセンター北館、法経済学部本館、理

学部５号館等にてバリアフリー化を行っている。 

これらのことから、大学において編成された教育研究組織の運営及び教育課程の実現にふさわしい施

設・設備が整備され、有効に活用されており、また、バリアフリー化への配慮がなされていると判断する。 

 

８－１－② 教育内容、方法や学生のニーズを満たす情報ネットワークが適切に整備され、有効に活用されているか。 

全学の教育用コンピュータシステムには学部生の97％、大学院生の79％が登録・利用している。なお、

大学院生の登録率が学部生より低いのは、大学院生は所属する研究科等や研究室等の計算機環境を利用す

ることが多いためであるとされる。 

当該大学の情報ネットワーク基盤「学術情報ネットワークシステム（ＫＵＩＮＳ）」については情報環境

機構が一元的に整備、運用を行っている。ＫＵＩＮＳは対外接続の柔軟性を重視した ＫＵＩＮＳ－Ⅱ と、

安全性を重視したギガビットネットワークシステムＫＵＩＮＳ－Ⅲの２系統からなり、同機構が全学に総

計19,200口を超える情報コンセントを設置して運用している。またオープンスペース及び学生・留学生用

宿舎等14地点に無線ＬＡＮのアクセスポイントを設けている。さらに、不特定の者がアクセスできる情報

基準８ 施設・設備 

８－１ 大学において編成された教育研究組織及び教育課程に対応した施設・設備が整備され、有効

に活用されていること。 

８－２ 大学において編成された教育研究組織及び教育課程に応じて、図書、学術雑誌、視聴覚資料

その他の教育研究上必要な資料が系統的に整備されていること。 
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コンセント・無線ＬＡＮについては、利用者認証を行った上で、暗号化による安全性の高い接続を提供し

ている。 

吉田・桂・宇治の３キャンパス間は10ギガビットイーサネット等により高速接続し、高品位映像による

遠隔講義も可能となっている。 

自学自習を支援するため、授業・自習用のＰＣ端末を学内に1,125台配置している。コンピュータネッ

トワークを利用し、時間と空間の制約を受けない自律学習型外国語学習システムＣＡＬＬの導入も図られ

ている。 

全学生・教職員は、各部局の定める手続きにより電子メールの利用や学内ネットワークへの接続が可能

になっている。また全学規模の学務処理のための「全学共通教育教務情報システム（ＫＵＬＡＳＩＳ）」も

運用され、現在は全学共通教育のために利用されている。ＫＵＬＡＳＩＳにより、シラバス閲覧、履修登

録、採点登録、学生向け教務情報の提供等が行われ、学生は携帯電話からのアクセスも可能である。ＫＵ

ＬＡＳＩＳに対する学生のアクセス件数は、最高で１日で240,000件に及ぶという。 

これらのことから、情報ネットワークが適切に整備され、有効に活用されていると判断する。 

 

８－１－③ 施設・設備の運用に関する方針が明確に規定され、構成員に周知されているか。 

講義室、研究室、実験・実習室、演習室、情報処理学習あるいは語学学習のための諸施設は、各学部・

研究科等の特性に応じて運用され、便覧やパンフレットへの掲載とウェブサイト等により、広く周知され

ている。 

情報環境機構が運用する情報ネットワークサービスの運用方針と利用規程は、同機構のウェブサイトに

掲載され、周知が図られている。特に学生に対しては教育用コンピュータの利用登録時に講習会の受講を

義務付けている。留学生等のためには英語での利用登録講習を行っている。情報ネットワークの利用心得

には、大学の基本理念を尊重して情報倫理に相当する内容も含まれており、利用者には利用心得への署名

を求めてその意識の高揚を図っている。 

これらのことから、施設・設備の運用に関する方針が明確に規定され、構成員に周知されていると判断

する。 

 

８－２－① 図書、学術雑誌、視聴覚資料その他の教育研究上必要な資料が系統的に整備され、有効に活用されているか。

キャンパスが広く遠隔地にも分散していることから、附属図書館のほかにも分散型図書館体制をとって

利用者の利便性を高めている。附属図書館及び50余の部局図書館（室）で約6,150,000冊の図書資料を所

蔵し、運用している。さらに、全学の図書委員会・選書委員会による系統的・網羅的な選書により年間約

150,000 冊の資料を受け入れている。このように、膨大な蔵書を有するため、他大学から文献複写を受け

付ける件数は当該大学から依頼する件数の２倍以上あり、所蔵資料の充足度は高い。 

雑誌の所蔵タイトル数は86,682種であり、また、電子ジャーナルとして18,863タイトルが利用可能に

なっている。コンピュータで検索可能な電子データへの遡及入力事業として、国立大学法人の第一期中期

計画で2,100,000冊の入力計画があり、現在、進行中である。貴重な古典籍等の電子化も進め、総資料数

3,357点、440,000枚に及ぶ画像データが学内のみならず国内外から利用されている。 

学生用図書については、学生用希望図書申込制度により、学生の希望に応えて選書するシステムがある。 

学内いずれの図書館（室）でも複写機を利用できる学内文献複写料金相殺制度や、学内現物貸借配送シ

ステムにより、利用者の便宜を図っている。 

なお、図書館・図書室の開館時間については、附属図書館が平日９時から22時まで、土日祝日は10時
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から17時までとなっている。また、附属図書館の閲覧席数は1,100席となっている。 

平成18年度の附属図書館の利用状況は、入館者数が846,902人、貸出冊数が152,790冊となっている。 

これらのことから、教育研究上必要な資料が系統的に整備され、有効に活用されていると判断する。 

 

以上の内容を総合し、「基準８を満たしている。」と判断する。 

 

【優れた点】 

○ 学内いずれの図書館（室）でも複写機を利用できる学内文献複写料金相殺制度や、学内現物貸借配

送システムにより、利用者の便宜を図っている。 
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【評価結果】 

基準９を満たしている。 

 

（評価結果の根拠・理由） 

９－１－① 教育の状況について、活動の実態を示すデータや資料を適切に収集し、蓄積しているか。 

大学としての教育活動に関わる情報の収集・蓄積等は、学生部を中心とする事務本部及び高等教育研究

開発推進機構において実施している。また、各学部・研究科等の部局でも、教育活動に関わる情報の収集・

蓄積等が、それぞれの必要・事情に応じて、教授会等の責任の下に、教務掛等の事務部門が協力・補佐し

て実施されている。場合によっては関係する他部局等とも連携して、その収集を行っている。その具体的

な内容は、学生に関しては履修状況・学習成果（含む、学位論文・進路等）等、また科目に関しては担当

教員・シラバス・履修状況・授業評価結果等であり、学校基本調査や入学者選抜試験等の経常的な基礎デー

タのほか、カリキュラム改善のための情報や自己点検・評価等の際に必要な情報である。なお、工学部・

工学研究科等では、ＪＡＢＥＥ（日本技術者教育認定機構）への対応のため、関連する授業のテキストや

資料、試験及びその答案等も蓄積対象となっている。 

収集された情報は個人情報を含むものは厳重に保管される。情報は必要に応じて整理・分析され、部局

便覧あるいは自己点検・評価報告書等の形で公表され、それらは教育状況の把握や部局の意思決定のため

の基礎資料とされている。 

これらのことから、教育の状況について、活動の実態を示すデータや資料を適切に収集し、蓄積してい

ると判断する。 

 

９－１－② 学生の意見の聴取（例えば、授業評価、満足度評価、学習環境評価等が考えられる。）が行われており、教育

の状況に関する自己点検・評価に適切な形で反映されているか。 

学生からの意見聴取は、授業アンケート、各種の学生意識調査、学生自治会との連絡や少人数科目にお

ける教員と学生の懇談等を通じて、学部・研究科等の特性及び必要に応じて行われている。なお、各部局

の授業アンケートは、当該部局の特色を尊重して全学的なフォーマットは定められていない。評定項目、

自由記述項目等の比重や内容も部局ごとに異なっている。ただし、研究科等では、授業等についての意見

聴取は、平素の少人数のセミナー等を通してできるため、授業アンケートはカリキュラム改定の際に限っ

て行われる場合が多いという。高等教育研究開発推進機構で、学部２年次への進級時に実施している全学

共通教育に関するアンケート等も、重要な学生からの意見聴取のための手段として挙げられる。 

これらのアンケート等は、実施主体によって整理され、必要に応じて部局の自己点検・評価書等に掲載

されている。 

また大学全体としては「総長キャンパスミーティング」が開催（平成18年度は５回実施）され、学生が

総長に自由に意見を直接述べる機会を設けている。 

基準９ 教育の質の向上及び改善のためのシステム 

９－１ 教育の状況について点検・評価し、その結果に基づいて改善・向上を図るための体制が整備

され、取組が行われており、機能していること。 

９－２ 教員、教育支援者及び教育補助者に対する研修等、その資質の向上を図るための取組が適切

に行われていること。 
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これらのことから、学生の意見の聴取が行われており、教育の状況に関する自己点検・評価に適切な形

で反映されていると判断する。 

 

９－１－③ 学外関係者（例えば、卒業（修了）生、就職先等の関係者等が考えられる。）の意見が、教育の状況に関する

自己点検・評価に適切な形で反映されているか。 

全学的に学外からの意見等を、組織的、計画的に聴取しデータベース化するための統一的なシステムは

存在しない。しかしながら、各部局においては、卒業生、非常勤講師、共同研究者、就職先等関係者等か

らの直接の聞き取りや、卒業生等を対象とする各種アンケート調査、あるいは、外部評価等を通して意見

の聴取を実施している。当該大学では大学院修了後に大学教員・研究者となる者が多く、これらの出身者

が、非常勤講師や共同研究者として当該大学の教育研究活動に関与する機会も多いことから、それらの出

身者を通して、大学の教育の状況や課題に関わる情報が得られる例も多いという。さらに、医学部・薬学

部及び工学部の諸学科では、同窓会組織を活用して情報収集を図っている。 

これらの学外者からの意見のデータベース化の状況は部局によって異なるが、部局の自己点検・評価報

告書の中にその一部は取り入れられる一方、学生の就職活動の上での参考情報として利用されている。 

これらのことから、学外関係者の意見が教育の状況に関する自己点検・評価に適切な形で反映されてい

ると判断する。 

 

９－１－④ 評価結果がフィードバックされ、教育の質の向上、改善のための取組が行われ、教育課程の見直し等の具体

的かつ継続的な方策が講じられているか。 

当該大学では、国立大学時代に京都大学評価委員会規程に則り、平成13年度から平成15年度の間に、

主題を定めた全学的な自己点検・評価が行われた。これらの評価結果は冊子体により広く公開されるとと

もに、評価結果のフィードバックとして各種の改善が図られている。 

教育状況を把握するための各種調査結果は、ほとんどの場合は、適宜分析も含めて報告書としてまとめ

られ、教職員等へ周知され、ＦＤのための基礎資料として利用されている。また、情報教育に関する学生

意識調査に基づき、平成18年４月から、全学共通科目における情報関係科目は、Ⅰ類（主に情報技術の使

用法に係わる科目）、Ⅱ類（コンピュータサイエンス（情報科学、計算機科学）における基礎的な科目や、

情報に係わる分野における基礎的な概念の教育を主とする科目）、Ⅲ類（情報利活用能力や情報技術により

問題解決を行う能力の養成を主とする科目）の３つの類へのカテゴリー化が行われた。１学部１学科制と

いう特色ある教育体制をもつ理学部では、在学生の追跡調査を分析し、進級制度の見直しが行われた。 

これらのことから、評価結果がフィードバックされ、教育の質の向上、改善のための取組が行われ、具

体的かつ継続的な方策が講じられていると判断する。 

 

９－１－⑤ 個々の教員は、評価結果に基づいて、それぞれの質の向上を図るとともに、授業内容、教材、教授技術等の

継続的改善を行っているか。 

当該大学のＦＤへの取組は、学部・研究科等ごとに行っており、評価結果に基づく教育の質の向上は、

ほとんどの学部・研究科等で、個々の教員の個人的な努力に委ねられている。なお、医学部医学科では個々

の教員名も挙げた形式で授業評価を行って、部局として教授技術等の改善に取り組んでおり、地球環境学

堂では授業アンケート結果等に基づく改善報告書の部局長への提出を求めている。 

なお、これらの個々の教員によって行われてきている工夫や改善の事例は、各種の教育シンポジウムや
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ＦＤ研究検討委員会を通して、全学的な情報交換と共有化が図られている。 

これらのことから、個々の教員は、評価結果に基づいてそれぞれの質の向上を図るとともに、継続的改

善を行っていると判断する。 

 

９－２－① ファカルティ・ディベロップメントについて、学生や教職員のニーズが反映されており、組織として適切な

方法で実施されているか。 

従来、当該大学のＦＤへの取組は、学部・研究科等の事情に応じて、学部・研究科等ごとに自主的にＦ

Ｄへの取組が企画・実施されていた。その中で、工学部がそのＦＤ活動において、日本工学教育協会から

平成14年度「文部科学大臣賞」を受賞している。 

各学部・研究科等における授業アンケートや各種調査等を活用した教育の質の維持及び向上の取組は、

これまで各部局に任されていたが、平成18年12月に全学的な視点から各部局のＦＤ活動の情報を交換す

るため、ＦＤ研究検討委員会が組織され、大学としてのＦＤへの取組が強化されつつある。組織的なＦＤ

の推進にはＦＤについての基礎研究の積み重ねも必要であり、高等教育研究開発推進センターにおいては、

公開研究会（毎回平均25人程度の参加）や500人を超す参加者の大学教育研究フォーラムを毎年継続的に

開催している。 

なお、全学的なＦＤを一つの目的とした研修機会として全学教育シンポジウムが200人を超える教職員

を集めて総長裁量経費により毎年開催され、総長・理事も出席して行われ、ここでの意見交換が、大学全

体の教育の質の改善・向上にも反映されているという。例えば、平成15年の大学の基本理念の制定は、こ

の全学シンポジウムでの意見交換が一つの契機となったとのことである。 

また、平成 16 年度には特色ＧＰに「相互研修型ＦＤの組織化による教育改善」が採択され、全学、部

局、教員レベルでの様々な相互研修プログラムを行ってきたものを、さらに発展させ、自主的な相互研修

型ＦＤ活動を全学レベルで組織化しようとする取組を実施している。 

これらのことから、ＦＤについて、学生や教職員のニーズが反映されており、組織として適切な方法で

実施されていると判断する。 

 

９－２－② ファカルティ・ディベロップメントが、教育の質の向上や授業の改善に結び付いているか。 

各学部・研究科等において各種のアンケート調査等に基づく具体的な教育の改善事例が報告されている。

例えば、ＡＶ機器の導入、リレー講義の連携強化、実地研修やグループ討議の導入、教材等のインターネッ

ト配信等のほか、化学実験や英語教育における授業改善事例が、ＦＤの事例として報告されている。 

これらのことから、ＦＤが教育の質の向上や授業の改善に結び付いていると判断する。 

 

９－２－③ 教育支援者や教育補助者に対し、教育活動の質の向上を図るための研修等、その資質の向上を図るための取

組が適切になされているか。 

教育支援者、教育補助者に対して、教育活動に関係する研修が、事務局・学部・研究科等において実情

に沿って実施されている。全学教育シンポジウムには各学部・研究科等から多くの事務職員が参加してお

り、薬学部・薬学研究科では、教務掛員に海外研修の機会を与えているなど、事務職員の質の向上に努め

ている。 

ＴＡについては、担当教員による直接の指示・助言等を受けて授業の補助に当たっているが、実験補助

など安全性が関わる場合や試験監督補助を担当する場合等については、研修会・説明会が各部局において
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実施されている。 

これらのことから、教育支援者や教育補助者に対し、その資質の向上を図るための取組が適切になされ

ていると判断する。 

 

以上の内容を総合し、「基準９を満たしている。」と判断する。 

 

【優れた点】 

○ 平成 16 年度に「相互研修型ＦＤの組織化による教育改善」が文部科学省特色ＧＰに採択され、全

学、部局、教員レベルでの様々な相互研修プログラムを行ってきたものを、さらに発展させ、自主的

な相互研修型ＦＤ活動を全学レベルで組織化しようとする取組が実施されている。 
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【評価結果】 

基準10を満たしている。 

 

（評価結果の根拠・理由） 

10－１－① 大学の目的に沿った教育研究活動を安定して遂行できる資産を有しているか。また、債務が過大ではないか。

平成 18 年度末現在の資産は、固定資産 352,580,114 千円、流動資産 44,989,584 千円であり、合計

397,569,698 千円である。なお、教育研究活動を安定して遂行するために必要な校地、校舎等の資産を有

している。 

負債については、固定負債90,494,997千円、流動負債42,392,568千円であり、合計132,887,565千円

である。なお、負債のうち、文部科学大臣から認可された償還計画に基づき返済している借入金が

31,915,321千円であり、その他の負債については、ほとんどが実質的に返済を要しないものとなっている。 

これらのことから、教育研究活動を安定して遂行できる資産を有しており、債務が過大ではないと判断

する。 

 

10－１－② 大学の目的に沿った教育研究活動を安定して遂行するための、経常的収入が継続的に確保されているか。 

経常的収入としては、運営費交付金、学生納付金収入、附属病院収入及び外部資金等で構成されている。 

平成16年度からの３年間における状況から、学生納付金収入及び附属病院収入は安定して確保されてい

る。 

また、産学連携等研究収入や寄附金収入等の外部資金についても安定した確保に努めている。 

これらのことから、教育研究活動を安定して遂行するための、経常的収入が継続的に確保されていると

判断する。 

 

10－２－① 大学の目的を達成するための活動の財務上の基礎として、適切な収支に係る計画等が策定され、関係者に明

示されているか。 

平成16年度から平成21年度までの６年間に係る予算、収支計画及び資金計画が中期計画の一部として、

また、各年度に係る予算、収支計画及び資金計画が年度計画の一部として、教育研究評議会、経営協議会

及び役員会の審議を経て、総長により決定されている。 

これらの計画は、大学ウェブサイトで公表されている。また、教授会連絡や学報等により学内教職員に

周知を行っている。 

これらのことから、適切な収支に係る計画等が策定され、関係者に明示されていると判断する。 

 

10－２－② 収支の状況において、過大な支出超過となっていないか。 

基準10 財務 

10－１ 大学の目的を達成するために、教育研究活動を将来にわたって適切かつ安定して遂行できる

だけの財務基盤を有していること。 

10－２ 大学の目的を達成するための活動の財務上の基礎として、適切な収支に係る計画等が策定さ

れ、履行されていること。 

10－３ 大学の財務に係る監査等が適正に実施されていること。 
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平成18年度において、経常費用119,910,496千円、経常収益125,085,992千円であり、経常利益5,175,495

千円、当期総利益が5,094,410千円となっている。 

なお、短期借入金はない。 

これらのことから、収支の状況において、支出超過となっていないと判断する。 

 

10－２－③ 大学の目的を達成するため、教育研究活動（必要な施設・設備の整備を含む。）に対し、適切な資源配分がな

されているか。 

予算配分に当たっては、教育研究評議会、経営協議会及び役員会の議を経て総長が予算編成方針を決定

している。 

また、基盤的な教育研究経費の配分のほかに、教育研究改革・改善プロジェクト等のための経費や教育

基盤設備の充実のための経費として総長裁量経費を、学生に対する支援経費や若手研究者支援経費等とし

て、戦略的・重点的配分経費等を確保している。 

さらに、若手研究者支援として、競争的資金の獲得に結びつく研究の取組が可能となるよう「若手研究

者スタートアップ研究費」を配分するなど、教育研究活動に必要な経費を配分している。 

これらのことから、教育研究活動に対し、適切な資源配分がなされていると判断する。 

 

10－３－① 大学を設置する法人の財務諸表等が適切な形で公表されているか。 

法令に基づき、財務諸表を官報に公告し、かつ、財務諸表並びに事業報告書、決算報告書並びに監事及

び会計監査人の意見を記載した書面を、各事務所に備えて置き、６年間一般の閲覧に供しなければならな

いこととなっている。 

法令を遵守し、財務諸表について、文部科学大臣の承認を受けた後、財務諸表等を適切な形で公表する

とともに、大学ウェブサイトでも公表している。 

また、当該大学の財政状況及び運営状況を財務諸表上の数値データだけでなく、その活動状況や成果に

ついて平易に解説した財務分析報告書「Financial Report 2006 財務報告書」を取り纏め、広く学内外の

ステークホルダー各位に配布している。 

これらのことから、財務諸表等が適切な形で公表されていると判断する。 

 

10－３－② 財務に対して、会計監査等が適正に行われているか。 

財務に関する会計監査については、監事の監査、会計監査人の監査及び内部監査が行われている。 

監事の監査については、監事監査規程に基づき実施されている。 

会計監査人の監査については、文部科学大臣が選任した会計監査人により実施されている。 

これらの監査報告書は大学ウェブサイトで公表されている。 

内部監査については、独立性を持つ総長直属の監査室を設け、内部監査規程等に基づき、監査室職員が

監査を実施し、監査室長が監査報告書を作成し、総長に報告している。 

また、効果的、効率的な監査を実施する観点から、理事（財務担当、総務担当）、監事、会計監査人、監

査室で構成する四者協議会を定期的に開催し、連携を図っている。 

これらのことから、財務に対して、会計監査等が適正に行われていると判断する。 

 

以上の内容を総合し、「基準10を満たしている。」と判断する。 
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【評価結果】 

基準11を満たしている。 

 

（評価結果の根拠・理由） 

11－１－① 管理運営のための組織及び事務組織が、大学の目的の達成に向けて支援するという任務を果たす上で、適切

な規模と機能を持っているか。また、必要な職員が配置されているか。 

大学の基本理念には大学運営についても項を立てて記述されており、各教育研究組織の自治を尊重しつ

つ、大学全体としての調和のとれた運営を目指している。このため、国立大学法人法に基づく管理運営組

織の役員会、経営協議会、教育研究評議会を設置する一方で、総長が主催する部局長会議を設け、部局長

と役員とが同席して教育研究及び経営管理運営にかかる必要な事項の調整等を行っている。 

本部事務組織は、教育研究推進本部、経営企画本部、センター、秘書・広報室及び監査室から構成され、

さらに教育研究を支援するための組織として、平成19年５月１日現在、高等教育研究開発推進機構、環境

安全保健機構、国際イノベーション機構（平成19年７月１日より産官学連携本部に改組）、国際交流推進

機構、情報環境機構、図書館機構を設置し支援任務を遂行している。 

事務組織は、大学の基本理念に沿って、その目的達成支援という任務を果たすうえで適切な規模と機能

であると考えられる。しかしながら、多数の非常勤職員（再任用者、オフィスアシスタント含む）が、本

部事務局、各部局等の事務組織並びに研究室等に配属され、大学の管理運営から教育研究までの幅広い支

援を行っている事実を指摘しておく必要があろう。 

これらのことから、管理運営のための組織及び事務組織が適切な規模と機能を持っており、また、必要

な職員が配置されていると判断する。 

 

11－１－② 大学の目的を達成するために、学長のリーダーシップの下で、効果的な意思決定が行える組織形態となって

いるか。 

総長の下で大学運営の重要業務等ごとに担当の常勤理事が定められ、さらに総長から任命された副学長

が総長を補佐する体制がとられている。常勤理事並びに４人の副学長の合計11人よりなる総長補佐体制が

組織され、総長がリーダーシップを発揮しやすい体制が確立されている。 

総長主催の部局長会議が設けられており、役員と部局長等が大学運営の基本方針についての調整・協議

等を行い、大学の基本理念で謳われる大学運営の調和が図られている。さらに、個別の重要事項について

審議・答申する企画委員会、施設整備委員会及び財務委員会が役員会の下に設けられるほか、課題や任務

に応じた各種委員会が設置され、総長及び役員の意思決定に寄与する組織になっている。このような、部

局長会議や各種委員会等を通して、総長のリーダーシップと部局や教員の意見・アイディアによるボトム

基準11 管理運営 

11－１ 大学の目的を達成するために必要な管理運営体制及び事務組織が整備され、機能しているこ

と。 

11－２ 管理運営に関する方針が明確に定められ、それらに基づく規定が整備され、各構成員の責務

と権限が明確に示されていること。 

11－３ 大学の目的を達成するために、大学の活動の総合的な状況に関する自己点検・評価が行われ、

その結果が公表されていること。 
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アップ機能との融合が図られている。 

これらのことから、総長のリーダーシップの下で、効果的な意思決定が行える組織形態となっていると

判断する。 

 

11－１－③ 学生、教員、事務職員等、その他学外関係者のニーズを把握し、適切な形で管理運営に反映されているか。

隔年の学生生活実態調査や、総長と学生が直接対話する懇談会「総長キャンパスミーティング」（平成

18年度は５回開催）等により、学生の意見や要望を汲む機会が設けられている。 

教員の意見や要望は、部局長会議での各部局の意見交換のほか、各種委員会における議論を通して、総

長・役員に伝えられるシステムとなっている。事務職員等の意向や要望に対しては、職員人事シートや上

司による面談により、その把握が図られている。そのほか、各種アンケート調査等により、学内・学外の

意見聴取に努める一方、理事や経営協議会委員には学外の有識者を登用している。 

聴取された意見に基づき、例えば、平成19年度学部入試ではほとんどの学部で後期日程の募集人員が０

となり、また現在はアカデミックカレンダーの変更の議論が続くなど、大学の管理運営に反映している。 

これらのことから、学生、教員、事務職員等、その他学外関係者のニーズを把握し、適切な形で管理運

営に反映されていると判断する。 

 

11－１－④ 監事が置かれている場合には、監事が適切な役割を果たしているか。 

監事は京都大学監事監査規程により、年度に係る監事監査計画を策定し、それに基づき業務監査と会計

監査を実施している。監事は役員会、経営協議会、教育研究評議会等への陪席、重要書類の閲覧、担当理

事等との面談を通して業務の遂行状況をモニターし業務監査を行っている。会計監査に関し、監事は、内

部監査室、会計監査人とともに定期的な監査を実施している。 

それらの業務監査及び会計監査の結果は「年度監事監査に関する報告書」として総長へ報告されるとと

もに、ウェブサイト等により広く公表されている。 

これらのことから、監事が適切な役割を果たしていると判断する。 

 

11－１－⑤ 管理運営のための組織及び事務組織が十分に任務を果たすことができるよう、研修等、管理運営に関わる職

員の資質の向上のための取組が組織的に行われているか。 

正規の事務職員については、学内では大学が企画する多彩な研修を通して職員の質の向上を図るととも

に、自己啓発支援により資格取得も奨励している。さらに、必要に応じて、国立大学協会や人事院等の主

催する学外研修等に職員を参加させている。 

各部局においては、事務上の研修のほか、ハラスメント防止のための研修等に取り組んでいる。また各

研修後にはアンケートを実施してその効果を検証し、研修や事務組織の質の向上に役立てている。 

ただし、事務補佐等の非常勤職員に対する研修としては、規程や学内事務マニュアル等の変更の際の事

務連絡を主目的とした研修と人権問題に関する研修を実施したにとどまっている。 

これらのことから、管理運営に関わる職員の資質の向上のための取組が組織的に行われていると判断す

る。 
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11－２－① 管理運営に関する方針が明確に定められ、その方針に基づき、学内の諸規定が整備されるとともに、管理運

営に関わる委員や役員の選考、採用に関する規定や方針、及び各構成員の責務と権限が文書として明確に示さ

れているか。 

大学の基本理念において、運営に関する項も立てられ、各研究組織の自治を尊重した上での全学の調和

が述べられている点は、当該大学の運営の根幹をなすものとして重要である。また人権や環境にも配慮す

ることが明確に述べられている点は、当該大学の社会的責任を明確に示したものと理解される。 

これらのことから、管理運営に関する方針が明確に定められ、その方針に基づき、学内の諸規定が整備

されるとともに、管理運営に関わる委員や役員の選考、採用に関する規定や方針、及び各構成員の責務と

権限が文書として明確に示されていると判断する。 

 

11－２－② 適切な意思決定を行うために使用される大学の目的、計画、活動状況に関するデータや情報が、蓄積されて

いるとともに、大学の構成員が必要に応じてアクセスできるようなシステムが構築され、機能しているか。 

大学の目的、計画、活動状況に関するデータや情報は、整理・分析されて文書等により教職員に周知さ

れるほか、一般的な内容のものはウェブサイトに蓄積している。 

これらのことから、大学の目的、計画、活動状況に関するデータや情報が、蓄積されているとともに、

大学の構成員が必要に応じてアクセスできるようなシステムが構築され、機能していると判断する。 

 

11－３－① 大学の活動の総合的な状況について、根拠となる資料やデータ等に基づいて、自己点検・評価が行われてい

るか。 

大学評価委員会等では、大学の実施する自己点検・評価の結果及び全学的データを基に、大学の総合的

な状況に関する自己点検・評価を行っている。また、各部局の自己点検・評価の結果は部局ごとに冊子及

びウェブサイト等で公表されている。 

これらのことから、大学の活動の総合的な状況について、自己点検・評価が行われていると判断する。 

 

11－３－② 自己点検・評価の結果が大学内及び社会に対して広く公開されているか。 

学部・研究科等を含む各部局の自己点検・評価報告書の学内外への配布・ウェブサイトへの掲載等を各

部局の実情に沿って行っており、自己点検・評価の結果の大学内及び社会への公開に努めている。 

これらのことから、自己点検・評価の結果が大学内及び社会に対して広く公開されていると判断する。 

 

11－３－③ 自己点検・評価の結果について、外部者（当該大学の教職員以外の者）による検証が実施されているか。 

中期目標・中期計画に基づいて文部科学省国立大学法人評価委員会が行う年度ごとの業務実績評価が実

施されている。また各学部・研究科等の特性に応じ、独自の外部評価や21世紀ＣＯＥの実施拠点に対する

外部評価等を計画し一部実施している。 

これらのことから、自己点検・評価の結果について、外部者による検証が実施されていると判断する。 

 

11－３－④ 評価結果がフィードバックされ、管理運営の改善のための取組が行われているか。 

全学的な評価については、大学評価委員会を中心とする点検・評価体制が整備されており、全学的な改

善並びに各学部・研究科等単位での改善への取組に結びつく仕組みになっている。なお、文部科学省国立

大学法人評価委員会の年度ごとの業務実績評価の結果は、総長を中心に検討し、必要に応じて関係委員会
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や部局で検討を加え大学運営の改善に役立てている。 

これらのことから、評価結果がフィードバックされ、管理運営の改善のための取組が行われていると判

断する。 

 

以上の内容を総合し、「基準11を満たしている。」と判断する。 

 

【優れた点】 

○ 部局の自律性を尊重しつつ、総長のリーダーシップと部局や教員の意見・アイディアによるボト

ムアップ機能との融合が図られている。 
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ⅰ 現況及び特徴（対象大学から提出された自己評価書から転載） 

 

１ 現況 

（１）大学名  京都大学 

（２）所在地  京都府京都市 

（３）学部等の構成 

   学部：総合人間学部，文学部，教育学部，法学部，

経済学部，理学部，医学部，薬学部，工学部，農

学部 

   研究科：文学研究科，教育学研究科，法学研究科，

経済学研究科，理学研究科，医学研究科，薬学研

究科，工学研究科，農学研究科，人間・環境学研

究科，エネルギー科学研究科，アジア・アフリカ

地域研究研究科，情報学研究科，生命科学研究科，

地球環境学堂・地球環境学舎，公共政策連携研究

部・公共政策教育部，経営管理研究部・経営管理

教育部 

   附置研究所：化学研究所，人文科学研究所，再生医

科学研究所，エネルギー理工学研究所，生存圏研

究所，防災研究所，基礎物理学研究所，ウイルス

研究所，経済研究所，数理解析研究所，原子炉実

験所，霊長類研究所，東南アジア研究所 

   関連施設：学術情報メディアセンター，放射線生物

研究センター，生態学研究センター，地域研究統

合情報センター，放射性同位元素総合センター，

環境保全センター，国際交流センター，高等教育

研究開発推進センター，総合博物館，国際融合創

造センター，低温物質科学研究センター，フィー

ルド科学教育研究センター，福井謙一記念研究セ

ンター，こころの未来研究センター，保健管理セ

ンター，カウンセリングセンター，大学文書館，

埋蔵文化財研究センター，アフリカ地域研究資料

センター，女性研究者支援センター，附属図書館，

高等教育研究開発推進機構，環境安全保健機構，

国際イノベーション機構，国際交流推進機構，情

報環境機構，図書館機構 

（４）学生数及び教員数（平成19年５月１日現在） 

   学生数：学部13,216人，大学院9,228人 

   専任教員数：2,836人 

   助手数：7人 

２ 特徴  

京都大学の歴史は，明治 30 年の京都帝国大学の設置に

始まる。開学に際した第一回宣誓式で，初代総長は「自重

自敬」という語を用いて京都帝国大学の大学人の持つべき

自主性の意義を説いているが，この自主性を重んじる精神

は時代が変わり，京都帝国大学から京都大学へと移り，開

学以来100年を越える現在に至っても，本学の最も重要な

学風「自由の学風」として脈々と受け継がれている。 

京都大学では開学以来の自主性の精神や自由の学風のほ

かにも，本学の発展の中で培われてきた有形・無形の素晴

らしい伝統を受け継いでいる。21 世紀を迎えて大学改革

が進む中，過去の伝統に安住するのではなく，本学のこれ

までの学風や伝統を再確認して，本学のこれからの向かう

べき目標を広く世間に掲げて教育研究活動を行うことが必

要との判断にいたり，平成13年12月に「京都大学の基本

理念」を制定している。 

京都帝国大学に始まる本学の100年以上の歴史を再確認

した上で，これからの京都大学が向かうべき目的は，本学

が「地球社会の調和ある共存に貢献する」ことであり，京

都大学はこの崇高な公共的目的の達成のために研究と教育

を行うのである。このためには，京都大学の研究者は卓越

した知の創造を目指して研究を遂行し，そこで得られた成

果や知見を背景とする教育によって卓越した知の継承を行

うのである。 

京都大学の最も顕著な特徴の一つは，その研究活動にお

ける学問水準の高さであろう。本学は思想面では西田哲学

を生み出し，またノーベル賞やフィールズ賞の他，内外の

極めて顕著な顕彰の受賞者を多数輩出している。これは本

学で行われる研究の独創性の高さを示すものであり，その

背景には自由な発想で研究を行うことを尊重する本学の学

問土壌が見えてくる。本学の学問の特徴は，既成の分野の

中で学問技術の点からの問題解決を図るのではなく，新た

な学域を開拓しながら卓越した知の創造を行うことである。

このような活動は，学問の自由の真の意味を理解して初め

てなし得るものであり，本学の自由の学風とは不可分なも

のと言えよう。 

本学の教育上の特徴は，学生の自学自習に重きを置いて

いる点である。本学の目指す教育は，既成知識や技術の，

教員から学生への伝授ではない。我々は様々な体験を通し，

自らの力で得たものだけが将来に繋がることを知っている

が，学問も例外ではない。自らの努力で得られた知見だけ

が，次の学問展開に繋がるのであり，これこそが本学の目

指す卓越した知の継承である。様々な調査により，社会に

おいて本学出身者は教養が深く，応用力のある人材との評

価を受けているが，これは本学が伝統的に行ってきた自学

自習を重視した教育の賜物と言えよう。 

 また本学では学問の多様性を尊重し，学問の自由を何よ

り大切にする観点から，学部・研究科等の研究組織の自治

を尊重した運営を行っていることも，その特徴の一つと言

えよう。昨今はリーダーシップの重要性が強調されている

が，多様性に配慮しないリーダーシップがどのような不幸

を生み出すか，我々は人類の歴史を通して十分に知ってい

る。京都大学では各研究組織の持つ特性や多様性を尊重し，

その自治と大学全体の調和を図ることこそが大学における

学問発展の礎と考えている。自治や自由は自分に許される

と同様に，他者にも同様に許されるべきものである。相互

の立場を理解し尊重しあい，価値観の多様性を認め合うこ

とで，初めて自治や自由の調和が生まれる。社会の立場で

言えば，ボトムアップとトップダウンの調和とも言えよう。 

京都大学が自由の学風を守りながら地球社会の調和ある

共存に寄与しようとするのは，まさにこの多様な価値観の

中で，自由と調和を理解することが学問のみならず人類の

発展に資すると考えるからである。 

京都大学では，100 年を越える歴史の中でこのような特

徴を育み，伝統として守り，またこれを次の世代に発展的

に継承しようとしている。またこの一つ一つが「京都大学

の基本理念」を形成している。京都大学の基本理念こそが

本学の特徴を記述していると言えよう。
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ⅱ 目的（対象大学から提出された自己評価書から転載） 

 

京都大学は，明治30年6月18日の勅令第209号により，帝国大学令(明治19年)に則って，京都帝国大学として設

置されたことからその歴史は始まっている。帝国大学令によれば，大学の目的は我が国の社会に必要な学問・技

術の教育を図ると共にそれらの研究を行うこととされ，特に本学については既に開学されている東京(帝国)大学

と切磋琢磨して研究水準及び卒業生の質の向上を図ることが求められていた。 

明治30年の開学の際の第一回宣誓式において，初代総長は「自重自敬」という言葉を用いて大学人の自主性の

重要性を説き，本学においては教員も学生も教育・研究・学修において自発的に活動することが強く求められて

いる。この自主性を重んじる精神は100年以上経た現在に至るまで本学の根幹であり，創立以来の「自由の学

風」はまさに学風として脈々と受け継がれ，この精神の下で独創的であって高い水準の研究と，それに基づく質

の高い教育が行われている。 

昭和24年の国立学校設置法による京都帝国大学から京都大学への移行の後は，本学は国の一機関であり，固有

の目的を成文化して持つことはなかった。しかし大学改革が進行する中，本学の理念や目的を再確認して広く世

間に周知することは重要との判断に至り，開学以来の学風・伝統を再検討し，平成13年12月に「京都大学の基本

理念」を制定している。 

 

京都大学の基本理念は，研究・教育・社会との関係・運営の4項からなっており，その全文は以下の通りであ

る： 

 

「京都大学の基本理念」 

京都大学は，創立以来築いてきた自由の学風を継承し，発展させつつ，多元的な課題の解決に挑戦し，地球社会

の調和ある共存に貢献するため，自由と調和を基礎に，ここに基本理念を定める。 

●研究 

１．京都大学は，研究の自由と自主を基礎に，高い倫理性を備えた研究活動により，世界的に卓越した知の創造        

を行う。 

２．京都大学は，総合大学として，基礎研究と応用研究，文科系と理科系の研究の多様な発展と統合をはかる。 

●教育 

３．京都大学は，多様かつ調和のとれた教育体系のもと，対話を根幹として自学自習を促し，卓越した知の継承

と創造的精神の涵養につとめる。 

４．京都大学は，教養が豊かで人間性が高く責任を重んじ，地球社会の調和ある共存に寄与する，優れた研究者

と高度の専門能力をもつ人材を育成する。 

●社会との関係 

５．京都大学は，開かれた大学として，日本および地域の社会との連携を強めるとともに，自由と調和に基づく

知を社会に伝える。 

６．京都大学は，世界に開かれた大学として，国際交流を深め，地球社会の調和ある共存に貢献する。 

●運営 

７．京都大学は，学問の自由な発展に資するため，教育研究組織の自治を尊重するとともに，全学的な調和をめ

ざす。 

８．京都大学は，環境に配慮し，人権を尊重した運営を行うとともに，社会的な説明責任に応える。 

 

この基本理念は，本学が学校教育法に定められる大学・大学院の要件を満たすことを規定する以上に，本学の
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創立以来の学風を受け継ぎつつ，21世紀の我が国の大学のあるべき姿をも示すものともなっている。京都大学に

は，昭和８年の滝川事件に代表されるように，学問の自由を擁護するために闘ってきた誇るべき伝統があり，ま

た自由な発想による創造的研究から卓越した研究成果を挙げてきたことなどは，広く知られる通りである。「自

由の学風」は京都大学の輝く個性として今後も継承・発展させるべきものであるが，ここでいう「自由」とは決

して独り善がりなものであってはならない。「自由」は，それぞれの立場を尊重してあるべきものであり，価値

観の多様性を認め合うことが前提にあらねばならない。京都大学の目的とする「自由」は，21世紀に相応しい，

多元的な価値観を尊重し，人類共同体との関係を視野において捉えられるべき「責任ある自由」であり，この点

を基本理念では「自由と調和」という言葉で述べ，本学の礎と位置付けている。 

 また，我々の住む地球は人類だけのものではなく，人類は動植物を含む多くの生命とこの地球で共存している。

21世紀の人類の繁栄を目指すためには，資源の枯渇，土壌汚染や地球温暖化，森林の減少，水資源の活用等の重

要諸問題を避けては通れないが，これらの問題を人類の視点だけから捉えることでは，決して満足する解決は得

られないであろう。基本理念の冒頭に述べられる「地球社会」はこのような考えを背景としており，京都大学は

単に人類社会の発展を目指すのではなく，卓越したレベルの研究と教育を通して，地球社会の調和ある共存に貢

献することをその究極の目的としている。 

 教育においては，創立以来の「自重自敬」の精神を尊重し，既成の知識や技能を教員から学生へ一方的に伝授

するのではなく，対話を根幹とした教員と学生の双方向の授業展開の中で，学生の自学自習を促すことをその根

幹においている。これは決して無責任な放任を意味するものではなく，本学の体系的な教育課程に基づき，各学

部・研究科等と個々の教員が計画と運営に責任をもって教育に当たることがその前提である。卓越した水準の研

究業績を持つ本学の教員が責任をもって教育することによってのみ，高い教養の涵養と卓越した知の継承が教育

において図られるものである。これらを通して行われる本学の教育は，学生個々人の利益を目指すものではなく，

本学が理想とする「地球社会の調和ある共存に寄与する，優れた研究者と高度の専門能力をもつ人材を育成」す

ることが目的であり，ここには本学の卒業・修了者には，高い自覚を持って地球社会の調和ある共存に寄与して

欲しいという本学からのメッセージも含まれている。 

 研究においては，研究の自由だけではなく，自主性と倫理性が強調され，人類の繁栄に資する世界的に卓越し

た知の創造を目的としている。またその研究成果は象牙の搭の宝物として飾られるものではなく，本学で得られ

た成果や知見は，様々なレベルの社会連携を通し，その知を社会に伝えていくことも基本理念として掲げられて

いる。 

平成16年7月に定められた「京都大学の教職員像」においても，その一文において，「学問の自由は，これを

遂行するための最も基本的な要件であり，社会規範や倫理に十分な配慮を払いつつ，教育・研究のすべての場に

おいて尊重される。」と明確に述べられている。京都大学は学問の自由を何にもまして尊重する大学であり，本

学においては教員も職員も，全ての構成員が学問の自由を尊重してその活動を行っている。 
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ⅲ 自己評価の概要（対象大学から提出された自己評価書から転載） 

 

基準１ 大学の目的 

京都大学は自由と自主性を重んじた教育研究活動を明治 30 年の開学時より続けており，この伝統ある学風を

「京都大学の基本理念」として平成 13 年に取り纏め、学内及び外国を含む学外に広く公開して現在の活動を行

っている。この基本理念では，自由と調和を尊重し，卓越した知を目指して教育研究活動を行い，地球社会の

調和ある共存へ貢献することが本学の目的として明確に述べられている。この内容は，学校教育法が要請する

大学及び大学院の目的を包括するものでもある。またその内容は，公式ホームページ、各種便覧、受験者向け

情報、各種報道等を通し，学内・社会に広く公開され周知が図られている。 

 

基準２ 教育研究組織（実施体制） 

本学には総合人間・文・教育・法・経済・理・医・薬・工・農の 10 学部が，また文学・教育学・法学・経

済学・理学・医学・薬学・工学・農学・ 人間・環境学 ・エネルギー科学・ アジア・アフリカ地域研究 ・情

報学・生命科学・地球環境の 15 研究科等の他，公共政策・経営管理を含む４つの専門職学位課程の大学院が

設置され，文字通りの総合大学として文系・理系，基礎分野から応用分野及び社会連携に向けての教育と研究

を行っており，本学の基本理念を体現する教育研究組織になっている。特に教育面では，本学の基本理念に謳

われる「卓越した知」の継承を目指すと共に広い教養の涵養にも重点が置かれ，大学全体の組織的な取組とし

て「地球社会の調和ある共存に貢献」し得る人材の輩出を目指している。総合大学の特性を活かし，学内の附

置研究所や各種センター等の支援も得て教育研究活動を行っており，教育研究組織として適正と判断される。 

 

基準３ 教員及び教育支援者 

本学の教員組織編制は関係する規定によって厳格に定められる一方，個々の教員選考においては，本学の基

本理念に掲げられる研究面での世界的に卓越した知の創造を目指し，当該学問分野における最適任者を選考す

る努力が行われている。本学では大学及び大学院設置基準で定められる必要教員数を量的に確保するのみなら

ず，最高水準の教員の確保に努めて質の向上を図り，研究と有機的かつ密接に関連を持ちながら教育を展開し，

基本理念に述べられる卓越した知の継承を行っている。また教育支援を本務とする事務職員・技術職員も確保

され，明確に定められた京都大学の教職員像に則り，教員と事務職員・TA 等を含めた支援職員がその職務を

全うし，適正な教育課程の展開が図られている。 

 

基準４ 学生の受入 

学部の学生の受入について，特に一般入学試験においては，本学の基本理念と各学部のアドミッション・ポ

リシーに基づいて全学体制で公正かつ適正に実施されている。また学生の受入体制の検証も組織的かつ経常的

に行われ，改善の取組まで含めて，そのシステムが十分に確立されている。大学院の学生受入については，専

門性の高さから実施も検証もその一切が当該部局に委ねられているが，各部局の自己点検・評価に見られる通

り学部の場合に準じて適正に行われている。一部の部局で特に博士課程における入学定員と実入学者数とに差

が認められるが，具体的な改善策の検討も見られる。以上を総合して，本学の学生受入の体制は，概ね適正と

判断される。 

 

基準５ 教育内容及び方法 

学士課程，大学院課程，専門職学位課程の全てにおいて，本学の基本理念に明記される「多様かつ調和のと

れた教育体系」が当該部局及び学問分野の特質を活かして定められ，本学が授与する学位に相応しい体系的な
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教育課程が編成されている。本学では自学自習による自主的・主体的な学習が促されているが，これを支える

学習環境の様々な整備や本学独自の学習指導法も工夫されており，大学の理念や各学部・研究科等の教育目標

の達成に向けた種々の取組が教育課程の中に取り込まれている。さらに個々の授業は，卓越した知の創造に取

り組む本学教員の研究成果や知見に基づくものになっている。また成績評価や学位の授与も，定められた基準・

規程に沿って，厳格に行われている。これらを総合的に判断し，本学の教育内容と方法は適切であり，成績評

価，単位認定，学位授与も適正と判断される。 

 

基準６ 教育の成果 

本学の基本理念には，「教養が豊かで人間性が高く責任を重んじ、地球社会の調和ある共存に寄与する、優れ

た研究者と高度の専門能力をもつ人材」の育成が謳われ，この理念の下に，各学部・研究科等にはそれぞれの

学問分野等に配慮して，輩出すべき卒業（修了）者像が明確に定められている。理科系を中心に大多数の学生

は学部卒業後に大学院に進学しており，その教育の成果や効果は概ね良好である一方，一部の学部で標準年限

以内に卒業できず留年する学生が少なからずいる。卒業（修了）生，及び就職先等の関係者への調査の結果か

ら，教養教育，専門教育及び在学中の研究活動については教育の成果が十分に上がっていると言えるが，実践

的な英語教育についてはやや成果が不十分であることが明らかになり，平成 14 年度以降に大学院教育，全学

共通教育の双方で改善がなされている。 

 

基準７ 学生支援等 

学生支援の基礎となる学生のニーズの把握については，学習面・生活面を含め，学生部と各学部・研究科等

が協力して経常的なアンケート調査等を行っている。さらに TA からの報告，少人数教育の際の学生と教員の

日常的な懇談，留学生センター等の調査も加え，様々な角度から学生の多様なニーズを把握する取組が行われ

ている。これらのニーズの把握と分析に基づき，学生の学習支援や生活支援についてのきめ細かな制度や組織

が整備され，自己点検・評価による検証を行いながら適切な活動を行っている。また，履修や分属，専門分野

の選択に必要な教員の助言制度も，各種ガイダンスの実施，クラス担任制，オフィスアワーと多様に実施され

ており，それぞれの学部・研究科等の事情に沿って適切に機能している。また，健康管理やハラスメントの相

談，心理的相談に対応する体制も十分に整っている。 

本学では基本理念において自学自習が促されているが，これを支えるための自習環境の整備も進んでおり，

特に附属図書館は夜間や休日にも利用できるように便宜が図られている。また，留学生に対しては多様な支援

プログラムが用意されていると共に，有志教員が国際交流後援会を組織し，大学の組織的支援を教員の個人的

支援として側面から支えている。 

学生寮については寮の老朽化や管理運営上の問題，国際学生寮の拡充など解決すべき課題が見られる。 

以上を総合し，学生寮の課題を除いては本学の学生支援体制は組織的に十分機能しており，概ね適切に機能

していると判断できる。 

 

基準８ 施設・設備 

京都大学の土地は国内外の 186 ヶ所に位置し，その面積は約 2,600 万㎡（借地等約 2,300 万㎡を除く）に及

ぶ。また建物面積については約 116 万㎡あり，そのうち約 72％が教育研究施設である。講義，演習，実習・実

験等，全ての教育課程に対して，そのための教室や施設が不足することなく割り当てられていると共に，総合

大学に相応しい図書館，運動場，体育館等も整備されている。また，バリアフリー化を順次進め，障害をもつ

人への配慮も着実に進んでいると判断できる。 

情報ネットワークに関しては情報環境機構が中心となり，安全性を重視したギガビットネットワーク 
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KUINS-III を構築・運用しており，学内の１万箇所を超える接続点から利用が可能になっている。また，学生

の自学自習を支えるため，1,125 台の PC 端末を学内に展開し，本学の教育ニーズを満たす情報ネットワーク

は効果的に整備されていると判断される。 

図書館機構については，本学は蔵書数約 615 万冊（国内第３位）を誇り，毎年約 15 万冊に及ぶ新規資料を

幅広い分野にわたり収集しており，教育研究環境として非常に恵まれている。電子ジャーナルやデータベース

の充実，学生用図書充実，貴重資料の修復等の全学的図書関連事業が推進されており，図書館機構の充実は経

常的に図られている。 

 

基準９ 教育の質の向上及び改善のためのシステム 

高等教育研究開発推進機構や学生部等の大学全体の他，各学部・研究科では教務委員会等が実行主体となり，

教育活動に関わる基礎的な情報の収集と蓄積が積み重ねられており，分析結果も含めて各種印刷物やホームペ

ージ等を通して公開され，情報の共有が図られている。具体的には，授業アンケート，学生実態調査，卒業生

調査等の実施や，総長キャンパスミーティングも含めて学生や卒業生を交えた懇談による意見聴取も行われ，

必要な情報収集が経常的に行われている。収集された教育関連情報は，教務委員会や FD 委員会等による整理・

分析を経て自己点検・評価に用いられるほか，必要に応じて部局毎に開催されている教育シンポジウムや研修

会等にも資料として活用されている。授業アンケート等は，原則的に，担当教員にフィードバックされており，

各教員は授業教材の改善の参考にするなど，教育の質の向上のための基礎資料として活用している。またこの

ような授業改善の努力は，学生からは「教員の熱意」として好感をもって受け取られている調査結果もある。 

本学はその基本理念のため，教育の質の向上への取組も各学部・研究科の自主性に委ねられ，個々の教員の

不断の努力によって行われているが，ファカルティ・ディベロップメントとしての組織的な取組には部局によ

る差が見られる。このような事情を改善するため，平成 18 年度には FD 研究検討委員会が全学委員会として

組織され，部局を越えた意見交換が図られる体制も整備されている。 

以上を総合し，本学にはその基本理念に沿った教育の質の向上及び改善のためのシステムがあり，時代が要

請する組織的な取組の強化の点では改善の余地はあるものの，十分に機能していると考えられる。 

 

基準 10 財務 

本学の資産合計は 3,976 億円で，教育研究活動を安定的に実行可能な資産を有していると考えられる。債務

については，国立大学法人会計基準特有の返済を要しない負債が多く，長期借入金等についても償還計画に基

づき計画通り返済してきている。 

経常的収入の確保については外部資金の獲得も含めて様々な取組を行っており，その結果として，自己収入

は増加傾向を示していることから，質の高い教育研究活動を安定的に実行するための経常的収入が継続的に確

保されている。 

収支計画については，国立大学法人法により中期計画及び年度計画において予算，収支計画及び資金計画が

策定されており，年度毎に教育研究評議会，経営協議会及び役員会の審議を経て総長が決定している。これら

は，学内外に広く公開され，その透明性が図られている。 

学内予算の配分は，本学の基本理念を考慮しながら教育研究評議会，経営協議会及び役員会で検討・審議の

上で予算編成方針を策定しており，経常的な予算配分に当たっては教育研究環境の維持・整備に配慮し，さら

に総長裁量経費や戦略的・重点的配分経費による重点配分も行い，適切な資源配分が行われている。 

財務諸表等は一般的な公開方法のほか，学生・教職員を含む本学のステークホルダー各位の立場で平易に理

解できる財務報告書を作成・公開し，財務状況の適切な公表に心がけている。このほか，財務に対する監査体

制も確立されており，さらに損益・収支の状況においては収入が支出を上回っており，本学の財務状況は健全
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と考えられる。 

 

基準 11 管理運営 

京都大学では，国立大学法人法に基づく「役員会」「経営協議会」「教育研究評議会」等の基本組織を設置す

るほか，総合大学という本学の特性に応じて部局長会議を設け，役員と部局長が経営及び教育研究にかかる必

要な連絡，調整及び協議を行い，円滑な管理運営体制を確立している。大学運営の重要業務・課題毎に担当の

常勤理事を定め，総長に対する補佐機能の充実を図り，総長がリーダーシップを発揮しうる体制を確立してい

る。また，教員の意見やアイディアを広く汲み上げ反映させるため，部局長会議以外にも企画・財政・施設整

備委員会を始めとする各種委員会を設置している。以上，総長のリーダーシップと部局自治を根幹とするボト

ムアップ機能を融合することにより，効果的で責任ある意思決定が行える組織形態を採用している。社会ある

いは様々な構成員からの意見・要望を汲み上げるため，各種の調査，アンケート，懇談会等が重層的に整備さ

れており，これらの機能を活用することにより，管理運営に反映させている。事務組織については，部局事務

と本部事務に人的資源を効果的に配分すると共に，本部事務においては機能に応じて効率的運用ができるよう

に組織化されている。その他，大学独自の組織として６つの機構を配置し，研究教育を効果的に支援する体制

を整えている。職種や職責に応じた各種研修を組織的・系統的に開催することや，自己研鑽を奨励する制度を

確立し，管理運営に関わる職員の資質やモラルの向上に努めている。監事は，国立大学法人京都大学監事監査

規程により，年度に係る監事監査計画を策定し，それに基づき監査を実施している。また監査結果は，「年度監

事監査に関する報告書」として総長等へ報告すると共に，ホームページなどを通じ学内外へ公表しており，監

事として適切な役割を果たしている。 

本学においては，「京都大学の基本理念」及び「京都大学の教職員像」により，大学として基本理念や方針が

定められている。また，これらに基づき，関連諸規定が整備されており，役員等の選考や採用の方針，構成員

の責務と権限等も明文化されている。本学の目的，計画，活動状況に関するデータや情報を京都大学ホームペ

ージに蓄積し，大学の構成員が必要に応じて容易にアクセスできるシステムを構築している。 

自己点検・評価については，必要な資料・データを各部局及び全学で継続的に収集すると共に，これに基づ

いた自己点検・評価活動を系統的・計画的に実施している。評価活動の結果は，冊子の配布やホームページへ

の掲載により，学内及び社会に対して広く公開している。外部者による検証についても，国立大学法人評価委

員会が行う年度毎の業務実績評価を実施すると共に，研究科・学部において固有のテーマにより実施もしくは

実施を計画している。大学評価委員会を中心として点検・評価をフィードバックする体制も整備されており，

全学ならびに各学部・研究科単位で改善に向けた取組がなされている。 
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ⅳ 自己評価書等 

 

 対象大学から提出された自己評価書本文については、機構ウェブサイト（評価事業）に掲載しておりますので

ご参照下さい。 

 なお、自己評価書の別添として提出された資料の一覧については、次ページ以降の「ⅴ 自己評価書に添付さ

れた資料一覧」をご参照下さい。 

 

 

 

 

 

 

機構ホームページ  http://www.niad.ac.jp/ 

 

  自己評価書     http://www.niad.ac.jp/sub_hyouka/ninsyou/hyoukahou200803/ 

daigaku/jiko_kyoto_d200803.pdf 

 

                                         

http://www.niad.ac.jp/
http://www.niad.ac.jp/sub_hyouka/ninsyou/hyoukahou200803/
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ⅴ 自己評価書に添付された資料一覧 

 

基 準 資料番号 根拠資料・データ名 

基準１ １－１－１ 

１－２－２ 

各学部・研究科等の目的 

「自由な学風 変えない」（読売新聞 平成18年９月15日) 

基準２ ２－１－２－① 

２－１－２－② 

各部局の全学共通科目への科目提供状況（平成19年度） 

全学共通科目の開講科目数と担当者（平成19年度） 

基準４ ４－１－１ 

４－２－１ 

「知と自由への誘い 京都大学 大学案内 2007」 

各学部・研究科等のアドミッション・ポリシー 

基準５ ５－１－１ 

５－１－５ 

全学共通科目授業一覧（「全学共通科目履修の手引き 平成19年度」 P18～39） 

「特色ある大学教育支援プログラム事例集」（平成15年度版）（抜粋：P252～256） 

基準８ ８－１－１－① 

８－１－１－② 

京都大学施設案内図、京都大学団地所在地（国立大学法人等施設実態調査） 

京都大学耐震化推進方針〔概要〕 

基準10 10－１－１－① 

10－１－１－② 

10－２－２ 

10－３－１ 

10－３－２－① 

10－３－２－② 

10－３－２－③ 

10－３－２－④ 

10－３－２－⑤ 

10－３－２－⑥ 

10－３－２－⑦ 

貸借対照表 

長期借入金償還計画 

損益計算書 

「Financial Report 2006 財務報告書」 

監査年次計画書（平成18年度） 

平成18年度監査室内部監査計画 

監査実施計画書（科学研究費補助金） 

監査実施計画書（会計経理） 

監査報告書（科学研究費補助金） 

監査報告書（会計経理） 

平成18年度監事監査に関する報告書（一部抜粋）「I 監事監査の概要」 

基準11 11－１－４ 国立大学法人京都大学監事監査規程 

 



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Error
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /CMYK
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments true
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<

    /BGR <>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000410064006f006200650020005000440046002065876863900275284e8e9ad88d2891cf76845370524d53705237300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef69069752865bc9ad854c18cea76845370524d5370523786557406300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /CZE <>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /ETI <>
    /FRA <>
    /GRE <>

    /HRV (Za stvaranje Adobe PDF dokumenata najpogodnijih za visokokvalitetni ispis prije tiskanja koristite ove postavke.  Stvoreni PDF dokumenti mogu se otvoriti Acrobat i Adobe Reader 5.0 i kasnijim verzijama.)
    /HUN <>
    /ITA <>
    /JPN <FEFF9ad854c18cea306a30d730ea30d730ec30b951fa529b7528002000410064006f0062006500200050004400460020658766f8306e4f5c6210306b4f7f75283057307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103055308c305f0020005000440046002030d530a130a430eb306f3001004100630072006f0062006100740020304a30883073002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d3067958b304f30533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a306b306f30d530a930f330c8306e57cb30818fbc307f304c5fc59808306730593002>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020ace0d488c9c80020c2dcd5d80020c778c1c4c5d00020ac00c7a50020c801d569d55c002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /LTH <>
    /LVI <>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken die zijn geoptimaliseerd voor prepress-afdrukken van hoge kwaliteit. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /POL <>
    /PTB <>
    /RUM <>
    /RUS <>
    /SKY <>
    /SLV <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /TUR <>
    /UKR <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents best suited for high-quality prepress printing.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /ConvertToCMYK
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /DocumentCMYK
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /DocumentCMYK
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice


